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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 

売上高 （千円） 25,586,525 26,205,815 25,038,611 20,322,849 20,580,174 

経常利益 （千円） 1,355,123 1,169,679 1,069,467 1,065,349 1,058,225 

当期純利益 （千円） 709,434 211,676 517,014 542,585 561,390 

包括利益 （千円） － － － － 557,916 

純資産額 （千円） 6,942,492 6,841,976 7,065,336 7,171,526 7,452,806 

総資産額 （千円） 15,511,484 14,281,652 15,923,325 14,834,605 14,529,583 

１株当たり純資産額 （円） 487.21 479.15 494.51 501.73 521.01 

１株当たり当期純利益金額 （円） 48.71 14.90 36.39 38.19 39.51 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

（円） 48.34 14.84 － － － 

自己資本比率 （％） 44.6 47.7 44.1 48.1 51.0 

自己資本利益率 （％） 10.2 3.1 7.5 7.7 7.7 

株価収益率 （倍） 20.5 45.2 16.8 18.5 17.2 

営業活動によるキャッシュ 
・フロー 

（千円） 705,894 725,960 1,206,175 923,103 748,101 

投資活動によるキャッシュ 
・フロー 

（千円） 69,429 △422,963 △2,756,957 161,585 169,464 

財務活動によるキャッシュ 
・フロー 

（千円） △1,508,181 △521,870 1,381,565 △962,980 △856,034 

現金及び現金同等物の期末
残高 

（千円） 1,867,175 1,648,781 1,472,686 1,336,964 1,395,506 

従業員数 （人） 1,388 1,443 1,538 1,532 1,554 

(外、平均臨時雇用者数) （人） （62） （93） （92） （95） （79）
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 単位未満の金額については、切り捨てで表示することとしております。 

３ 株価収益率については、第38期において潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を用いて計算しておりま

す。 

４ 提出会社の第39期において、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在します

が１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。これに伴い株価収益率、配当性向についても記載

しておりません。 

５ 第40期、第41期及び第42期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有してい

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６ 第41期において、株式会社アコード・システムと株式会社アクティブ・ブレインズ・トラストを連結の範囲

から除いております。 

  

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 

売上高 （千円） 21,388,568 21,430,497 20,420,322 16,455,429 16,857,880 

経常利益 （千円） 1,509,150 1,025,996 835,500 713,940 686,485 

当期純利益又は当期純損失
(△) 

（千円） 874,754 △79,178 424,467 359,091 340,408 

資本金 （千円） 438,900 440,200 440,200 440,200 440,200 

発行済株式総数 （株） 14,830,580 14,834,580 14,834,580 14,834,580 14,834,580 

純資産額 （千円） 6,548,438 6,151,398 6,309,423 6,393,513 6,448,804 

総資産額 （千円） 13,844,944 12,470,912 14,363,670 13,453,825 13,213,477 

１株当たり純資産額 （円） 460.87 432.18 442.73 447.97 451.32 

１株当たり配当額 （円） 20.00 20.00 20.00 20.00 20.00 

（うち１株当たり中間配当
額） 

（円） （－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△) 

（円） 60.06 △5.57 29.88 25.27 23.96 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

（円） 59.60 － － － － 

自己資本比率 （％） 47.3 49.2 43.8 47.3 48.5 

自己資本利益率 （％） 13.4 △1.2 6.8 5.7 5.3 

株価収益率 （倍） 16.6 － 20.5 28.0 28.4 

配当性向 （％） 33.3 － 66.9 79.1 83.5 

従業員数 （人） 960 1,015 1,101 1,191 1,199 

（外、平均臨時雇用者数） （人） （50） （53） （60） （61） （62）
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２ 【沿革】

年月 概要 

昭和44年12月 メーカ系列のない自主独立系ソフトウエア会社をめざし、東京都千代田区に株式会社

システムコア設立(現：株式会社コア) 

昭和47年11月 広島県広島市西区に、西日本シンクタンク株式会社(現：中四国カンパニー)設立 

環境分析事業開発に着手 

昭和48年５月 東京都渋谷区に、株式会社デンケイ設立、エンベデッド(組込み)システム開発に着手 

昭和48年11月 東京都渋谷区に、株式会社応用システム研究所設立(現：株式会社コアに吸収合併) 

昭和49年１月 バンキングシステム開発事業に着手 

昭和49年８月 東京都渋谷区に、コアデジタル株式会社設立(現：株式会社コアに吸収合併)ハードウ

ェア開発、販売開始 

昭和54年５月 大阪府大阪市に、大阪コア株式会社(現：関西カンパニー)設立 

昭和57年８月 西日本シンクタンク株式会社(現：中四国カンパニー)においてLA製品(注１)の販売開

始 

昭和59年10月 東京都世田谷区に、VAN事業進出を目的として、コアネットインタナショナル株式会社

設立(現：連結子会社) 

北京核心軟件有限公司設立に資本参加(本店 中華人民共和国) 

昭和60年４月 茨城県日立市に、茨城支店開設(現：東関東カンパニー) 

東京都世田谷区に、旧株式会社コア設立 

昭和60年12月 新社屋完成、本店を現在地、東京都世田谷区に移転 

昭和61年５月 北海道札幌市に、北海道コア株式会社(現：北海道カンパニー)設立 

昭和63年11月 システム開発拠点として、コアR&Dセンターを開設(神奈川県川崎市) 

平成元年５月 福岡県福岡市に、九州コア株式会社(現：九州カンパニー)設立 

平成元年11月 株式会社システムコアが、株式会社デンケイ及び株式会社応用システム研究所を吸収

合併 

愛知県名古屋市に、中部コア株式会社(現：中部カンパニー)設立 

平成４年６月 製造業向けPDMソリューション・パッケージとして日本語版ENGINEERING：EXPressを販

売開始 

平成６年10月 ENGINEERING：EXPress知的所有権の全権を取得 

平成９年４月 株式会社システムコアが、株式会社コア(昭和60年４月設立)、コアデジタル株式会

社、北海道コア株式会社、中部コア株式会社、大阪コア株式会社、西日本シンクタン

ク株式会社及び九州コア株式会社の７社を吸収合併し、商号を株式会社システムコア

から「株式会社コア」に変更 

平成11年３月 東京都世田谷区に、社員寮管理を目的として、株式会社コアの100％子会社としてコア

興産株式会社(現：連結子会社)設立 

平成11年10月 コアネットインタナショナル株式会社(現：連結子会社)を100％子会社化 

平成12年５月 システムウェア事業カンパニー(現：エンベデッドソリューションカンパニー)が品質

システムの国際規格であるISO9001認定取得 

平成12年７月 IT資産管理システム「ITAM (IT Asset Manager)」販売開始 

平成13年10月 中華人民共和国上海市に、上海核心信息技術有限公司設立 

平成14年３月 西日本e-R&Dセンター開設(山口県山口市) 

平成15年３月 株式会社東京証券取引所市場第二部に株式を上場 

平成15年９月 北京核心軟件有限公司(現：連結子会社)を子会社化 

平成16年２月 株式会社ギガを100％子会社化 

平成16年３月 株式会社東京証券取引所市場第一部指定銘柄となる 

平成16年４月 山口県宇部市に、医療福祉機器・システムの研究開発、販売等を目的として、株式会

社コアの子会社として、株式会社医療福祉工学研究所設立 

平成16年７月 株式会社プロネット(現：連結子会社)を100％子会社化 
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(注) １ LA製品 ：LA製品のLAとはLaboratory Automationの略であります。これは、環境計量証明事業所をは

じめ大企業の分析部門、官公庁、地方自治体、浄化槽管理業者などの研究機関向けに当社で

開発した製品であり、地球温暖化、廃棄物・ゴミ問題、ダイオキシン・環境ホルモンなどの

環境問題や、人命を脅かす食品医療問題に関連した環境基準を維持管理していくための検査

装置であります。 

２ ISO14001：国際標準化機構(ISO)が組織の活動、製品・サービスによる、または間接的に与える著しい

環境影響や環境リスクを低減し、発生を予防するための要求事項を規定した国際規格で、こ

の規格に基づいた環境マネジメントシステムを構築した企業等に対して認証が付与されてい

ます。 

３ ISO27001：国際標準化機構(ISO)が企業・組織の活動に係る情報資産のセキュリティリスクを低減し、

発生を予防するためのセキュリティ管理の要求事項を制定した国際規格で、信頼性が高い情

報システム管理体制を確立・実施する企業等に対して認証が付与されています。 

年月 概要 

平成17年５月 ISO14001(注２)認証取得(エンベデッドソリューションカンパニー、コア総合研究所、

コアネットインタナショナル株式会社) 

平成18年１月 株式会社ラムダシステムズを100％子会社化 

平成18年２月 エンベデッドソリューションカンパニー、ビジネスソリューションカンパニー、業務

推進統括コーポレート(現：管理本部、人事本部、資材本部)が情報セキュリティマネ

ジメントシステム(ISO27001(注３))認証取得 
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当社は、1973年(昭和48年)コアグループ結成以来、独立系のITソリューションサービス会社として、

大手コンピュータメーカの枠組みにとらわれることなく、常にエンドユーザ主体のサービスを中心に、

情報サービス産業の核(CORE)と位置付けられることを目標としております。「エンベデッドソリューシ

ョン事業」「ビジネスソリューション事業」及び「プロダクトソリューション事業」の３つの事業セグ

メントにおいて、30年以上にわたり蓄積したIT技術を駆使し、全方位のトータルソリューションを上流

から下流まで一気通貫のサービスとして提供してまいります。 

  

(1) 当社グループの事業ポートフォリオの構成 

当社グループでは、事業セグメントの内訳として「事業ポートフォリオ」を設定し、経営環境の変化

に即応した経営戦略の実行状況を具体的に開示しております。 

  

＜事業ポートフォリオの構成＞ 

 
(注)  FA(Factory Automation)：工場の製造工程(設計から出荷まで)にコンピュータを導入して自動化することを意味します。 

  

３ 【事業の内容】

事業セグメント 事業ポートフォリオ 

エンベデッドソリューション事業 

携帯電話・通信端末 

通信インフラ 

自動車制御・車載システム 

情報家電 

FA(注)・装置制御 

その他 

ビジネスソリューション事業 

金融ソリューション 

製造ソリューション 

流通ソリューション 

公共ソリューション 

Webソリューション 

プロダクトソリューション事業 

資産管理・PLMソリューション 

電子テロップ 

開発支援ツール 

その他 
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(2) 当社グループの事業セグメント別の特徴について 

＜エンベデッドソリューション事業＞ 

情報家電・車載製品・携帯電話など各種電子機器に組込むエンベデッドシステム(組込みソフトウエ

ア)開発を中心とした事業を行っております。また、エンベデッドシステム開発にとどまらず、プラン

ト制御を中心としたエンジニアリングシステム開発や情報通信関連のシステム開発、各種ハードウェア

の企画・設計・開発、EMSソリューション等も事業領域としております。 

  
  

 
(注） １ GPS(Global Positioning System)：複数の人工衛星からの電波を受信し、緯度経度高度などを汎地球規模で測位するシステ

ムです。 

２ PBX(Private Branch Exchange)：電話機同士による通話を行う際に通話回線の確立・接続を行う装置です。 

３ ETC(Electronic Toll Collection)：有料道路に設置された非接触ICカード利用自動料金収受システムです。 

４ VICS(Vehicle Information and Communication System)：リアルタイムに道路交通情報をカーナビゲーションに表示利用す

るシステムです。 

５ STB(Set Top Box)：テレビに接続してケーブル、インターネット回線等の通信路を経由して様々なサービス利用を可能にす

る装置です。 

事業ポートフォリオ 内       容 

携帯電話・通信端末 
携帯電話端末、無線LAN端末、防災無線端末、固定電話機、PHS端末、携帯

電話用GPS(注１)、携帯電話用カメラ・オーディオ制御装置、基地局等 

通信インフラ 
国内外向けPBX(注２)、ルータ、通信網用スイッチ、放送機器、デジタル放

送機器、無線機器、Webサーバ機器等 

自動車制御・車載システム 

オーディオ・ビジュアル・ナビゲーション、車載対応通信制御装置、各種

自動車制御装置、２輪・４輪エンジン制御、車載用地上波デジタル装置、

車載用カメラ、カーエアコン、ETC(注３)、VICS(注４）等 

情報家電 

薄型テレビ、ホームシアター向けHDD、液晶プロジェクター、地上波デジタ

ルチューナー、シリコン・オーディオ・プレーヤー、DVDビデオプレーヤ

ー、デジタルカメラ、エアコン、電子レンジ、洗濯機、冷蔵庫、STB(注

5)、ブルーレイ対応装置コントローラ、3Dグラフィックスエンジン等 

FA・装置制御 

液晶パネル製造・検査装置、プラズマパネル製造装置、露光装置、プラン

ト制御、生産ライン制御、ポンプ制御、工業用ロボット、印刷機器、縫製

機械、半導体製造装置等 

その他 

OA機器(デジタル複合プリンタ、スキャナ、ストレージ機器、ファクシミ

リ、ビデオ会議システム)、運輸設備機器(運行管理、車両管理、道路交通

情報、航空管制機器)、医療機器(診断・検査装置、超音波検査機器、カプ

セル型3D内視鏡)、特機(火砲、小火器訓練装置)、精密機器(精密デジタル

測定器、電子顕微鏡、時計、汎用分析機器)、産業設備機器、住宅設備機器

等 
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＜ビジネスソリューション事業＞ 

金融、製造、流通、公共といった業種・業務別のビジネスノウハウを基盤に、幅広い業種への情報サ

ービス事業を行っております。 

また、Webアプリケーション、セキュリティ、電子認証分野等のソリューションも行っております。 

  

 
  
  

＜プロダクトソリューション事業＞ 

当社グループが保有するソフトウエア・ハードウェア技術、業務経験、及び開発実績等を結集して研

究開発した自社製品、及びIT関連の各種商品の販売・サポートサービスを提供するとともに、ユーザの

ソリューションニーズに合わせたトータルシステムインテグレーションサービス等を行っております。

 
  

事業ポートフォリオ 内容 

金融ソリューション 

銀行システム(勘定系、情報系、国際系)、生損保システム(勘定系、情報

系)、証券システム(株式情報・営業店)、クレジットシステム(勘定系・情

報系)等のシステム開発を行っております。また、企業等の合併統合システ

ムの構築推進、規制緩和によるシステム改変、共通パッケージ開発等も行

っております。 

製造ソリューション 

製造業の生産管理系・情報系のシステム開発を行っております。生産管理

システムの特化(技術力強化)、ユーザーへの営業強化支援等も行っており

ます。 

流通ソリューション 

物流販売システム、配送販売システム、小売業・卸売業向け販売管理シス

テム等の開発を行っております。また、ERP(統合基幹業務システム)対応強

化、アウトソーシングビジネス対応等も行っております。 

公共ソリューション 

電話料金システム、住民情報システム、官公庁会計システム、高度道路情

報化システム等の開発を行っております。また、国家・政府プロジェクト

の推進、地域自治体システムの構築等も行っております。 

Webソリューション 

Web基盤技術開発、Web要素技術／開発フレームワークの提供、ネットワー

クシステム構築／運用、新ビジネスモデルによるシステム、セキュリティ

関連のシステム構築・提案、コンテンツ制作、商用サイト構築等を行って

おります。 

 
事業ポートフォリオ 内容 

資産管理・PLMソリューション 「ITAM/ITAMScan」「OpenPDM/e-OpenPDM」などコアオリジナル主力製品群 

電子テロップ 
高度なコンピュータ・グラフィックス技術をベースとした各種電子テロッ

プシステム等の映像関連製品 

開発支援ツール 
エンベデッドシステム用の各種開発支援ツール、コンピュータ、及び周辺

機器等 

その他 環境分析製品、ASP系製品、調査分析システムなどのコアオリジナル製品群
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＜事業の系統図＞ 

  
 

  

(注) 当社では組織を事業部採算制に基づく９つのカンパニーに編成し、事業セグメントの中心的役割としてエンベデッドソリュ

ーション事業をエンベデッドソリューションカンパニー、ビジネスソリューション事業をビジネスソリューションカンパニ

ー、プロダクトソリューション事業をプロダクトソリューションカンパニーが担うとともに、残る６つのカンパニー(北海道

カンパニー、東関東カンパニー、中部カンパニー、関西カンパニー、中四国カンパニー、九州カンパニー)が国内各地におい

て３つの事業セグメントを展開し、それぞれの地域に根ざした密着型の事業を推進しております。 
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(注) １ 上記子会社のうち、コアネットインタナショナル株式会社、コア興産株式会社、株式会社ギガ及び北京核心

軟件有限公司は、特定子会社に該当しております。 

２ 協立システム開発株式会社は、持分が100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため、関

連会社としております。 

３ 主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。 

４ 有価証券届出書または、有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
（被所有）割合 関係内容

(％)

(連結子会社)   

コアネットインタナショナル
株式会社 

神奈川県川崎市 
麻生区 200,000

プロダクト
ソリューション事
業 

100.0
当社からのソフトウエア開発受託、
当社へのソフトウエア開発委託 
役員の兼任４名 

コア興産株式会社 東京都世田谷区 430,000
プロダクト
ソリューション事
業 

100.0
当社への不動産賃貸 
役員の兼任４名 

株式会社ギガ 東京都世田谷区 99,000
ビジネス
ソリューション事
業 

100.0
当社からのソフトウエア開発受託
役員の兼任２名 

北京核心軟件有限公司 中華人民共和国 
北京市 

1,060,000
人民元

エンベデッド
ソリューション事
業 

67.0
当社からのソフトウエア開発受託
役員の兼任３名 

株式会社プロネット 神奈川県川崎市 
麻生区 40,000

エンベデッド
ソリューション事
業 

100.0
当社からのソフトウエア開発受託
役員の兼任３名 

株式会社ラムダシステムズ 東京都世田谷区 20,000
プロダクト
ソリューション事業 100.0

当社からのソフトウエア開発受託
役員の兼任１名 

(持分法適用非連結子会社)   

上海核心信息技術有限公司 中華人民共和国 
上海市 

200,000
US$

エンベデッド
ソリューション事
業 

70.0
当社からのソフトウエア開発受託
役員の兼任６名 

(持分法適用関連会社)   

株式会社 
古河市情報センター 茨城県古河市 20,000

エンベデッド
ソリューション事
業 

49.0
当社からのソフトウエア開発受託
役員の兼任４名 

株式会社ダイセック 広島県広島市 
西区 16,000

エンベデッド
ソリューション事
業 

25.0
当社からの電子機器仕入 
役員の兼任２名 

ケイ・エヌ情報システム 
株式会社 

広島県広島市 
南区 50,000

ビジネス
ソリューション事
業 

20.0
当社からの電子機器仕入 
役員の兼任１名 

協立システム開発株式会社 神奈川県川崎市 
川崎区 33,000

ビジネス
ソリューション事
業 

18.2
当社からのソフトウエア開発受託
役員の兼任１名 
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(1)  連結会社の状況 

平成23年３月31日現在 

 
(注) １  従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３  臨時従業員は、パートタイマーの従業員であり、派遣社員を除いております。 

  

(2)  提出会社の状況 

平成23年３月31日現在 

 
  

 
(注) １  従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員(１日８時間換算)であります。 

３  臨時従業員は、パートタイマーの従業員であり、派遣社員を除いております。 

４  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含め、ストック・オプションによる株式報酬費用は除いておりま

す。 

  

(3)  労働組合の状況 

現在、労働組合は結成されておりませんが、労使関係における特記事項はありません。 

  

  

５ 【従業員の状況】

セグメントの名称 従業員数(人)

エンベデッドソリューション事業 701 
(27) 

ビジネスソリューション事業 494 
(20) 

プロダクトソリューション事業 219 
(13) 

共通部門 140 
(19) 

合計 1,554 
(79) 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,199 
(62) 

36.4 12.0 5,291 

セグメントの名称 従業員数(人)

エンベデッドソリューション事業 598 
(24) 

ビジネスソリューション事業 380 
(17) 

プロダクトソリューション事業 93 
(4) 

共通部門 128 
(17) 

合計 1,199 
(62) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

＜当連結会計年度の業績概要＞ 

（単位：百万円）

 
  

当連結会計年度の我が国経済は、新興国を中心とした輸出拡大、企業収益の改善、設備投資の持

ち直しの動きなど、一部に回復の兆しが見え始めておりました。しかしながら、３月11日に発生し

た東日本大震災の国内経済に与える影響は計り知れず、先行きの情勢を見極めることが困難な状況

となっております。 

情報サービス産業においては、IT関連投資に前向きに取り組む企業も出てまいりましたが、IT投

資への顧客要求は依然厳しく、さらに東日本大震災の影響により顧客の操業体制の変更やIT投資の

凍結・延期といった動きが見られ、大きな変化への対応をより迅速に求められる状況になっており

ます。 

当社グループはこうした経営環境の下、「既存事業の強化」「新たなビジネスモデルの創出」

「体質・構造の改革」を柱に、特化技術の提供や特長ある新製品・サービスの拡販に努めてまいり

ました。また、「環境」「医療・ヘルスケア」「官公庁・自治体」といった分野を今後の重点市場

と位置付け、顧客視点で安価・高付加価値な製品・ソリューションの提供を促進してまいりまし

た。 

この結果、当連結会計年度における売上高は20,580百万円（前連結会計年度比1.3％増）、営業利

益は908百万円（同7.8％増）、経常利益は1,058百万円（同0.7％減）、当期純利益は561百万円（同

3.5％増）となりました。 

  

当社グループの事業セグメントの概況は次のとおりです。 

１ 【業績等の概要】

 連結業績 増 減 

(B)-(A) 

増減率(％) 

(B)／(A)-１  平成22年３月期(A) 平成23年３月期(B) 

売上高 20,322 20,580 257 1.3 

営業利益 842 908 66 7.8 

経常利益 1,065 1,058 △7 △0.7 

当期純利益 542 561 18 3.5 

セグメント別 売上高 
平成22年３月期(A) 平成23年３月期(B) 増減率 

金額 構成比 金額 構成比 (B)/(A)-１ 

売

上

高 

 百万円 ％ 百万円 ％ ％

エンベデッドソリューション事業 9,550 47.0 9,505 46.2 △0.5 

ビジネスソリューション事業 6,413 31.6 6,630 32.2 3.4 

プロダクトソリューション事業 4,359 21.4 4,443 21.6 1.9 

計 20,322 100.0 20,580 100.0 1.3 

営

業

利

益 

エンベデッドソリューション事業 244 29.0 408 44.9 66.9 

ビジネスソリューション事業 372 44.2 328 36.2 △11.6 

プロダクトソリューション事業 225 26.8 171 18.9 △24.1 

計 842 100.0 908 100.0 7.8 
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①エンベデッドソリューション事業 

主要顧客となる製造業各社の設備投資復調を受け、「自動車制御・車載システム」「通信イン

フラ」向けのエンベデッドシステム開発を中心に売上が増加しましたが、「携帯電話・通信端

末」での大幅な受注減少等がありました。この結果、売上高は9,505百万円（前連結会計年度比

0.5％減）、営業利益は一部失注の影響があったものの、開発体制の合理化等により408百万円

（同66.9％増）となりました。 

 
  

②ビジネスソリューション事業 

流通業向けシステム開発は低調に推移しましたが、「金融ソリューション」の受注が大幅に伸

長しました。この結果、売上高は6,630百万円（前連結会計年度比3.4％増）、営業利益は大型案

件の計画変更の影響等により328百万円（同11.6％減）となりました。 

  

 
  

事業ポートフォリオ 
平成22年３月期(A) 平成23年３月期(B) 増減率 

金額 構成比 金額 構成比 (B)/(A)-１ 

売 

上 

高 

 

 

 百万円 ％ 百万円 ％ ％

携帯電話・通信端末 2,470 25.9 2,049 21.6 △17.0 

通信インフラ 1,287 13.5 1,410 14.8 9.6 

自動車制御・車載システム 1,099 11.5 1,482 15.6 34.8 

情報家電 1,404 14.7 1,350 14.2 △3.8 

FA・装置制御 1,131 11.8 1,160 12.2 2.6 

その他 2,157 22.6 2,052 21.6 △4.9 

計 9,550 100.0 9,505 100.0 △0.5 

    

営業利益 244 29.0 408 44.9 66.9 

事業ポートフォリオ 
平成22年３月期(A) 平成23年３月期(B) 増減率 

金額 構成比 金額 構成比 (B)/(A)-１ 

売 

上 

高 

 

 

 百万円 ％ 百万円 ％ ％

金融ソリューション 2,612 40.8 3,106 46.9 18.9 

製造ソリューション 622 9.7 613 9.2 △1.6 

流通ソリューション 916 14.3 697 10.5 △23.9 

公共ソリューション 1,118 17.4 1,114 16.8 △0.3 

Webソリューション 1,142 17.8 1,098 16.6 △3.8 

計 6,413 100.0 6,630 100.0 3.4 

    

営業利益 372 44.2 328 36.2 △11.6 
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③プロダクトソリューション事業 

「開発支援ツール」「IT資産管理」を中心に受注が伸長しました。この結果、売上高は4,443百

万円（前連結会計年度比1.9％増）、営業利益は一部案件での投資延期や検収ずれ、製品開発投資

の増加等により171百万円（同24.1％減）となりました。 

  

 
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ58百万円増加（前連結会計

年度比4.4％増）し、1,395百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは 748百万円の増加（前連結会計年度比175百万円の減少）とな

りました。これは主に、税金等調整前当期純利益が970百万円となり、売上債権の減少額が133百万円と

なりましたが、営業債務の減少額が352百万円となったことによるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは 169百万円の増加（前連結会計年度比7百万円の増加）となり

ました。これは主に、定期預金の払戻による収入が200百万円、子会社株式の売却による収入が62百万

円となりましたが、投資有価証券の取得による支出が126百万円となったことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは 856百万円の減少（前連結会計年度比106百万円の増加）とな

りました。これは主に、短期借入金の純増減額が357百万円減少し、配当金の支払額284百万円があった

ことによるものです。 

  

  

事業ポートフォリオ 
平成22年３月期(A) 平成23年３月期(B) 増減率 

金額 構成比 金額 構成比 (B)/(A)-１ 

売 

上 

高 

 

 

 百万円 ％ 百万円 ％ ％

資産管理・PLMソリューション 834 19.1 930 20.9 11.5 

電子テロップ 1,847 42.4 1,630 36.7 △11.8 

開発支援ツール 755 17.3 1,192 26.8 58.0 

その他 922 21.2 691 15.6 △25.1 

計 4,359 100.0 4,443 100.0 1.9 

   

営業利益 225 26.8 171 18.9 △24.1 
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(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額は開発原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 外注実績 

当連結会計年度の生産実績に含まれる外注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 金額は実際原価によっており、消費税等は含まれておりません。 

(3) 仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額は実際仕入額によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額は販売金額によっており、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(千円) 増減率(％) 

エンベデッドソリューション事業 7,594,843 △1.0 

ビジネスソリューション事業 5,368,167 3.5 

プロダクトソリューション事業 3,207,901 32.4 

合計 16,170,912 5.8 

セグメントの名称 外注高(千円) 増減率(％) 

エンベデッドソリューション事業 3,349,530 0.4 

ビジネスソリューション事業 2,313,858 2.8 

プロダクトソリューション事業 199,825 △26.6 

合計 5,863,214 0.1 

 

セグメントの名称 商品仕入高(千円) 増減率(％) 

プロダクトソリューション事業 1,060,815 41.9 

合計 1,060,815 41.9 

セグメントの名称 受注高(千円) 増減率(％) 受注残高(千円) 増減率(％) 

エンベデッドソリューション事業 9,598,018 5.5 1,819,478 5.3 

ビジネスソリューション事業 6,545,432 3.0 1,462,847 △5.5 

プロダクトソリューション事業 3,978,434 △11.4 1,766,567 △20.8 

合計 20,121,885 0.9 5,048,893 △8.3 
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(5) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注)１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

セグメントの名称 販売高(千円) 増減率(％) 

エンベデッドソリューション事業 9,505,849 △0.5 

ビジネスソリューション事業 6,630,624 3.4 

プロダクトソリューション事業 4,443,700 1.9 

合計 20,580,174 1.3 
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情報サービス業界は、お客様のIT投資への需要は依然伸長するものの、よりよい効果を目指した選

別・抑制傾向が強まり、これまで以上に顧客満足度の高い付加価値の創出が、今後の成長に直結すると

考えます。 

こうした状況にあって、当社グループの事業基盤の一層の強化と新たなビジネス創出を両輪に据え、

次世代に向け新しいチャレンジに取り組んでまいります。そのためにも社員一人ひとりが一段上の自分

を目指し、顧客満足度の向上に向けて行動してまいります。 

  

① 事業基盤の一層の強化 

特に、当社グループでラインナップする製品に利便性・機能性を高めるサービスを組み合わせた新し

い発想のビジネスモデルの提供と、新市場・顧客の開拓を推進してまいります。また、社会の発展と事

業の拡大を両立した真の成長が当社グループの使命と考え、国内のみならず、グローバル規模での社会

問題の解決に結びつくITサービスを提供してまいります。 

生産性・品質の面では、これを向上させる業務の標準化・効率化を徹底し、商談からアフターサービ

スまでの各段階のモニタリングを強化することで、グループとしての付加価値向上に取り組んでまいり

ます。 

  
② 重点分野における新たなビジネス創出 

当社グループは、「地球環境の変化」「人口構造の変化」「グローバル化」という諸問題が、東日本

大震災を機に我が国の喫緊の課題として再認識され、既存の社会構造、経済状況、当社グループを取り

巻く事業環境に大きな変化をもたらすものと展望しております。 

こうした認識に基づき、当社グループは2010年度から「グリーンIT」「ET（Embedded Technology）

ベンダー」「クラウド・コンピューティング」を戦略の柱に据え、新たなビジネスモデルの創出を進め

てまいりました。今後は、とりわけ「環境」「医療・ヘルスケア」「官公庁・自治体」を戦略重点分野

と位置付け、新たな社会・経済需要に即した製品・ソリューションの提供に取り組んでまいります。 

  

３ 【対処すべき課題】
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当社グループでは、特に業績に影響を及ぼすと考えられる事業リスクについて、次のとおり把握、認識

するとともに、必要に応じたリスクマネジメントを推進しております。 

  
(1) 競争環境について 

当社グループが属する情報サービス産業においては、投資対効果に対する顧客の厳しい要求、内外の

新規参入企業の増加等によって事業環境が大きく変化してきています。それに伴って受注条件が一段と

厳しくなってきており、当社グループは日々熾烈な受注獲得競争を展開しています。 

このような厳しい受注競争が継続する状況においては、人員の不稼動による損失やプロジェクト採算

悪化を招く場合があり、当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  
(2) プロジェクト管理について 

＜リスク認識＞ 

当社グループでは、一括請負契約による受託開発の場合、受注時に顧客の諸要件を確認し、作業工数

及び外注金額等を検討した後、当社グループから見積金額及び納期等を顧客に提示し、契約締結に至り

ます。 

受注時には、契約に基づくプロジェクト単位毎に適正利益の確保に努めておりますが、業務の性質に

より、受注時に正確な要件・作業工数等の見積りが困難な場合もあります。そのため、諸要件の変更若

しくは作業工数及び外注金額等の変更により、受注時の想定利益額が変動したり、不採算プロジェクト

が発生し、業績に影響を与えることがあります。 

  

＜プロジェクトへのリスクマネジメント対策＞ 

当社グループでは、プロジェクトのリスク管理に際して早期のリスク認識を最優先とし、日常的モニ

タリングの状況と併せ、月次の定例会議を通じてリスク情報の迅速な把握に努めております。さらに、

見積精度や作業範囲の明確化など、着手前にプロジェクト計画の精度向上を図るとともに、開発スキル

や協力会社の選択等を含めた開発体制の妥当性を追求し、プロジェクト管理体制の強化に努めておりま

す。 

  
(3) 人材の確保について 

当社グループの事業展開においては、専門的な情報技術や業務知識を有する優秀な人材を確保するこ

とが重要となります。しかしながら、現在の情報サービス業界では人材の獲得競争が激しく、人材の確

保・育成が計画通りに進まない可能性があります。その場合、事業推進に制約を受け、当社グループの

事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

４ 【事業等のリスク】
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(4) 外注生産の活用について 

当社グループは、一部の開発について、外注管理基準等に従い業務遂行上必要に応じて協力会社に外

注生産することも進めております。この結果、外注比率は高くなる傾向になっており、平成23年３月期

の連結ベースにおいて、総製造費用に占める外注費の割合は38.9％となっております。 

当社グループでは、協力会社において質・量(技術力及び技術者数)が確保出来ない場合、経営成績へ

影響を及ぼす可能性がありますが、協力会社への品質管理・情報管理の徹底を図り、有力な協力会社と

の長期的かつ安定的取引関係の維持に努めております。これにより、当社グループでは従業員１人当た

りの売上高及び付加価値の向上とともに、固定費の削減、事業展開の柔軟化といった事業メリットを活

用しております。 

  

(5) 情報セキュリティについて 

＜リスク認識＞ 

当社グループでは、お客様及び当社グループの情報資産を保護し、セキュリティを保障したサービス

を提供するよう努めておりますが、当社グループより重要情報の漏洩、破壊、不正使用があった場合、

それに伴う損害賠償責任により、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

  

＜情報セキュリティへのリスクマネジメント対策＞ 

当社グループでは、「企業行動憲章」「企業行動基準」「情報セキュリティ基本方針」に則り、個人

情報をはじめとするお客様の機密情報を適切に保護することに努めております。また、具体的な対策と

して情報セキュリティ委員会を設置し、全社的な基本方針・マニュアルの周知徹底、情報セキュリティ

維持のための監視活動、及び諸施策の検討実施を行っております。 
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当連結会計年度において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】
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当社グループは次代の技術革新に応じていくため、先端先新技術の導入と戦略的活用に力を入れてお

り、研究成果をもとに他企業との協業等を通じた製品・商品化に取り組んでおります。これまで特に研

究開発投資してまいりましたエンベデッド及び、プロダクトソリューション事業分野においては、今後

も更なる市場の拡大を見込み、顧客ニーズの本質を見据えた戦略製品の一層の創出、ラインナップ強化

を図ってまいります。 

当社グループにおける研究開発活動は、コア・コンピタンス拡大を基本方針としてテーマを選定し、

事業計画化した上で、実行に必要なチームを都度編成しております。また、受託特定研究を推進する

「総合研究所」がこれを統括して取締役会へ報告を行っており、このような社内体制によって日々進化

するICT（情報通信技術）に関して全社的な技術追究とその中核化を図っております。 

  

 当連結会計年度における当グループが支出した研究開発費の総額は 314百万円であります。 

 セグメントごとの研究開発活動を示すと次のとおりであります。 

  
(1) エンベデッドソリューション事業(当連結会計年度の研究開発費 79百万円) 

当事業では、主に２つのテーマについて研究開発活動を推進してまいりました。 

① GPS（注）＋準天頂衛星補正信号モジュール開発 

現行GPSに加えて、国産の衛星測位システムである準天頂衛星システムにも対応した小型／高感度

GPS用LSI開発を進めております。 

② プラットフォーム開発 

次世代のソフト開発について、重要な技術になると思われるWebサービスを利用するためのプラッ

トフォーム構築に関する研究開発活動を推進してまいりました。 

  

(2) プロダクトソリューション事業(当連結会計年度の研究開発費 234百万円) 

当事業では、自社プロダクトに関連した新技術の研究開発に取り組んでおります。 

① IT資産管理ソフト(ITAM) 

従来より開発・販売を行っているITAMのソフトウエア管理機能及び履歴管理機能を強化したITAM 

Ver.5を開発リリースしました。 

② 電子テロップ 

テレビ画面に「文字」や「絵」などを表示する電子テロップ製品にて既存製品の機能向上及びポー

タブルタイプのテロップ製品を開発しました。 

  

今後は、これら研究成果をコア・コンピタンスとして他システムとの連動などを図り、トータルソリ

ューションに向けた機能の充実に取り組んでまいります。 

  
（注） GPS（Global Positioning System） 

米国防総省が運用する汎地球規模・測位システム、複数の人工衛星からの電波を受信し、緯

度経度高度などを測位するシステムです。 

  

  

６ 【研究開発活動】
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文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成23年６月23日)現在において当社グループが

判断したものであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般公正妥当と認められている会計基準に基づき作

成されております。この連結財務諸表の作成にあたりましては、当連結会計年度末における資産、負債

の報告金額及び収益、費用の報告金額に影響を与える見積り、判断及び仮定を過去の経験や状況に応じ

合理的と判断される入手可能な情報により継続的に検証し、意思決定を行っております。しかしなが

ら、これらの見積り、判断及び仮定は不確実性を伴うため、実際の結果と異なる場合があります。 

なお、連結財務諸表の作成のための重要な会計基準等は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等

（1）連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりであ

ります。 

  

(2) 財政状態の分析 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ3.5％減少し、7,172百万円となりました。これは主に、受取

手形及び売掛金が134百万円減少したことや、仕掛品が49百万円減少したことによるものです。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ0.6％減少し、7,357百万円となりました。これは主に、投資

有価証券が81百万円減少したことによるものです。 

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べ2.1％減少し、14,529百万円となりました。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ13.1％減少し、4,648百万円となりました。これは主に、買

掛金が149百万円減少したことや、短期借入金が646百万円減少したことによるものです。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ4.9％増加し、2,428百万円となりました。これは主に、長期

借入金が75百万円増加したことによるものです。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ7.7％減少し、7,076百万円となりました。 

（純資産） 

純資産は、前連結会計年度末に比べ3.9％増加し、7,452百万円となりました。これは主に、利益剰

余金が277百万円増加したことによるものです。 

この結果、当連結会計年度末の自己資本比率は、51.0％となり、当連結会計年度末の１株当たり純

資産額は521円01銭となりました。 

  

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(3) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高につきましては、前連結会計年度比257百万円増（前連結会計年度比1.3％

増）の20,580百万円となりました。金融ソリューションの受注が大幅に伸長したビジネスソリューシ

ョン事業の売上高は前連結会計年度比217百万円増（同3.4％増）の6,630百万円、製品販売が主力業

務となるプロダクトソリューション事業の売上高は前連結会計年度比84百万円増（同1.9％増）の

4,443百万円となりましたが、携帯電話・通信端末の受注減少の影響から、エンベデッドソリューシ

ョン事業の売上高は前連結会計年度比44百万円減（同0.5％減）の9,505百万円となりました。 

② 営業利益 

当連結会計年度における営業利益に関しては売上高増加により、908百万円（前連結会計年度比

7.8％増）となりました。セグメント別の営業利益は、エンベデッドソリューション事業408百万円

（同66.9％増）、ビジネスソリューション事業328百万円（同11.6％減）、プロダクトソリューショ

ン事業171百万円（同24.1％減）となりました。 

③ 経常利益 

当連結会計年度における経常利益は、補助金収入・受取賃貸料などにより、1,058百万円（前連結

会計年度比0.7％減）となりました。 

④ 税金等調整前当期純利益 

当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、災害損失引当金繰入額などにより970百万円

（前連結会計年度比3.1％増）となりました。 

⑤ 法人税等 

当連結会計年度における法人税等は408百万円（前連結会計年度比0.8％増）となりました。 

⑥ 当期純利益 

当連結会計年度における当期純利益は561百万円（前連結会計年度比3.5％増）となりました。 

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

  「第２ 事業の状況 ４ 事業等のリスク」に記載しております。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。 

  

(6) 経営戦略の現状と見通し 

次期の見通しについては、東日本大震災からの復旧・復興見通しや不足する電力需要対策等による顧

客・供給元の操業事情を見極めることが困難な状況にありますが、かかる社会・経済情勢の変化・転換

に対応したソフトウエア需要や顧客のIT投資機会は短期で復調し、中長期的にも増加すると見込んでお

ります。 

こうした状況を踏まえ、当社グループは「グリーンIT」「ET（Embedded Technology）ベンダー」

「クラウド・コンピューティング」を柱に、既存の事業基盤の一層の強化に加え、「環境」「医療・ヘ

ルスケア」「官公庁・自治体」での重点的なビジネス創出を果断に推進してまいります。また、グルー

プ経営体質・構造の強化として製品・サービス品質の向上、業務の合理化・省力化、将来人材の育成を

進めてまいります。 
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これらの状況を踏まえ、現時点での平成24年３月期の業績見通しは以下を予想しております。 

  

（単位：百万円）

 
  

上記の予想は、本報告書の提出日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実

際の業績は、今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。なお、東日本大震災に伴う

当社グループに与える影響につきましては調査中の部分もあり、刻々と状況が変化して行くことが考え

られます。 

  
(7) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループは、情報サービス業界の競争激化、企業再編、お客様が求める情報化ニーズの高まり

などに加え、東日本大震災を機に既存の社会構造、経済状況及び、当社グループを取り巻く事業環境

が急速に変化していくと見込んでおります。こうした認識のもと、当社グループは情報サービス産業

の核を目指す長期展望から、「グリーンIT」「ETベンダー」「クラウド・コンピューティング」をキ

ーワードに新たなビジネスモデルへの転換に向けた中期戦略を打ち出し、果断に推進を続けておりま

す。 

この３つを戦略の柱に、来るべき社会・経済需要を踏まえた新規事業への果敢なチャレンジと、グ

ループ全体での事業基盤の一層の強化を推進し、ITサービスへの軸足の転換を図ってまいります。 

  

 
平成24年３月期第２四半期見通し 平成24年３月期通期見通し 

 前年同期比(％) 前年同期比(％) 

連 

結 

売上高 9,700 100.5 21,500 104.5

営業利益 250 123.1 1,100 121.1

経常利益 290 92.3 1,150 108.7

当期(四半期)純利益 150 91.6 660 117.6
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第３ 【設備の状況】 

当連結会計年度の設備投資の総額は189百万円であり、セグメントごとの設備投資は次のとおりであり

ます。主な設備投資は、コンピュータ機器等設備の新設や既存設備の更新、増設であります。 

エンベデッドソリューション事業     12百万円 

ビジネスソリューション事業       29百万円 

プロダクトソリューション事業      110百万円 

全社部門                36百万円 

また、当連結会計年度中に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。 

  

  

  

１ 【設備投資等の概要】
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(1) 提出会社 

当社グループのセグメントごとの状況は次のとおりであります。なお、提出会社においては、一事業所

において複数のセグメント事業を行っているため、事業所毎に設備の状況を記載しております。 

  

(1) セグメント内訳 

平成23年３月31日現在 

 
  

(2) 提出会社 

平成23年３月31日現在 

 
  

  

  

２ 【主要な設備の状況】

セグメントの名称

帳簿価額(千円) 従業員数 

(名)   
[外臨時社員]

建物 

及び構築物

機械装置 

及び運搬具

土地 

(面積㎡) 
その他 合計

エンベデッドソリューション事業 336,749 
<2,382.74>

 
2,007 807,764 

(9,265.52)

 
13,326 1,159,847 

701 
[27]

ビジネスソリューション事業 148,293 
<854.73>

 
2,983 316,909 

(527.42)

 
3,697 471,885 

494 
[20]

プロダクトソリューション事業 397,180 
<503.60>

 
77,937 

[1,440.00]
1,136,064 
(7,511.95)

9,342 1,620,525 
219 
[13]

小計 882,223 
<3,741.07>

 
82,929 

[1,440.00]
2,260,738 
(17,304.89)

26,366 3,252,257 
1,414 
[60]

全社 
[2,681.15]
713,163 
<792.88>

28,507 1,560,380 
(16,591.16)

 
33,082 2,335,133 

140 
[19]

合計 
[2,681.15]
1,595,387 
<4,533.95>

111,436 
[1,440.00]
3,821,118 

 (33,896.05)
59,448 5,587,391 

1,554 
[79]

事業所名 
(所在地)

セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業員数
(名) 

[外臨時
社員]

建物
及び構築物

機械装置 
及び運搬具

土地 

(面積㎡) 
その他 合計

本社 
(東京都世田谷区) 

ビジネスソリューション事
業、プロダクトソリューシ
ョン事業、全社部門 

開発設備
販売設備 
管理設備 

[9.91]
134,991
<908.00>

11,454 352,789
(541.05)

13,416 512,652
279
[21]

コア第２ビル 
(東京都世田谷区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業、プロダクトソ
リューション事業、全社部
門 

開発設備
販売設備 
管理設備 

[2,196.35]
722,074 50 1,728,412

(837.81)
3,173 2,453,711 13

コアR&Dセンター 
(川崎市麻生区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業、プロダクトソ
リューション事業、全社部
門 

開発設備
販売設備 
管理設備 

156,178 4,891 616,006
(2,800.03)

17,267 794,343
214
[8]

北海道カンパニー 
(札幌市中央区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業、プロダクトソ
リューション事業、全社部
門 

開発設備
管理設備 2,880

<677.33>
386 ─ 1,011 4,277

95
[7]

東関東カンパニー 
(茨城県日立市) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、全社部門 

開発設備
管理設備 

[105.90]
37,522 15 57,946

(489.00)
704 96,187

41
[3]
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事業所名 
(所在地)

セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業員数
(名) 

[外臨時
社員]

建物 
及び構築物

機械装置 
及び運搬具

土地 

(面積㎡) 
その他 合計

東関東カンパニー 
千葉技術センター 
(千葉市中央区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業 開発設備 626

<172.79>
277 ─ 4 908 20

東関東カンパニー 
秋田技術センター 
(秋田県秋田市) 

エンベデッドソリューショ
ン事業 開発設備  

─ 4 ─ ─ 4
19
[3]

東関東カンパニー 
仙台技術センター 
(仙台市青葉区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業 開発設備

 
1,545
<94.38>

82 ─ 221 1,849
10
[2]

中部カンパニー 
(名古屋市中区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業、プロダクトソ
リューション事業、全社部
門 

開発設備
販売設備 
管理設備 

6,344
<441.23>

6,107 ─ 1,084 13,537
72
[4]

中部カンパニー 
静岡分室 
(静岡市葵区) 

ビジネスソリューション事
業 開発設備 ─

<78.85>
56 ─ 3 60

2
[1]

中部カンパニー 
飯田技術センター 
(長野県飯田市) 

エンベデッドソリューショ
ン事業 開発設備 ─

<94.73>
32 ─ ─ 32 6

関西カンパニー 
(大阪市住之江区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業、プロダクトソ
リューション事業、全社部
門 

開発設備
販売設備 
管理設備 

[3.30]
92,013 3,300 118,512

(826.00)
3,776 217,602

90
[2]

関西カンパニー 
大阪技術センター 
(大阪市中央区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業、プロダクトソ
リューション事業、全社部
門 

開発設備
販売設備 
管理設備 

4,892
<339.72>

─ ─ 776 5,669
77
[1]

中四国カンパニー 
(広島市西区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業、プロダクトソ
リューション事業、全社部
門 

開発設備
販売設備 
管理設備 

[365.69]
147,825 

11,057 317,783
(775.00)

2,505 479,171
154
[2]

中四国カンパニー 
西日本e-R&Dセンター 
(山口県山口市) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、プロダクトソリュ
ーション事業、全社部門 

開発設備
管理設備 

 
196,174 

50 280,160
(20,783.40)

2,285 478,671
21
[1]

九州カンパニー 
(福岡市中央区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業、プロダクトソ
リューション事業、全社部
門 

開発設備
販売設備 
管理設備 

3,531
<263.58>

726 ─ 884 5,141
73
[4]

九州カンパニー 
北九州事業所 
(北九州市小倉北区) 

エンベデッドソリューショ
ン事業、ビジネスソリュー
ション事業 

開発設備 190
<96.82>

─ ─ 2 192 13
[3]

その他の設備 全社 寮・保 養
所等 4,146 ─ 4,053

(289.00)
2 8,202 ─

合計
[2,681.15]
1,510,938
<3,167.43>

38,494 3,475,663
(27,341.29)

47,120 5,072,217
1,199
[62]
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(3) 国内子会社 

平成23年３月31日現在 

 
  

(4) 在外子会社 

平成23年３月31日現在 

 
  

(注) １ 帳簿価額「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定であります。金額には消費税等は含まれておりませ

ん。 

２ 建物及び構築物の[ ]内の数字は賃貸中の設備であり、< >内の数字は賃借中の設備であります。 

なお、数字は面積であり、単位は(㎡)で記載しております。 

３ 土地の[ ]内の数字は賃貸中の土地であり内数で表示しております。なお単位は(㎡)で記載しております。

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

５ 上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

 
  

  

  

  

  

  

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業員数
(名) 

[外臨時 
社員]

建物 
及び構築物

機械装置

及び運搬
具

土地 

(面積㎡) 
その他 合計

コアネットインタナシ
ョナル株式会社 

本社 
(川崎市 
麻生区) 

プロダクトソリ
ューション事業 

開発設備
販売設備 7,617 20,817 ─ 1,394 29,829

32 
[2]

コア興産株式会社 
本社 
(東京都 
世田谷区) 

プロダクトソリ
ューション事業 賃貸設備 56,236 ─

[1,440.00]
334,223

(6,495.18)
43 390,504

─
[5]

株式会社ギガ 
本社 
(東京都 
世田谷区) 

エンベデッドソ
リューション事
業、ビジネスソ
リューション事
業、プロダクト
ソリューション
事業 

開発設備
販売設備 2,382 ─ ─ 4,953 7,335

201 
[5]

株式会社ラムダシステ
ムズ 

本社 
(東京都 
世田谷区) 

プロダクトソリ
ューション事業 開発設備 18,435

<254.52>
51,719 11,231

(59.58)
1,912 83,299

68 
[2]

合計 84,672
<254.52>

72,536
[1,440.00]
345,454

(6,554.76)
8,304 510,968

301 
[14]

会社名
事業所名 
(所在地)

セグメントの 
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業員数
(名) 

[外臨時 
社員]

建物 
及び構築物

機械装置 
及び運搬具

土地 

(面積㎡) 
その他 合計

北京核心軟件有限公司 

本社 
(中華人民
共和国北
京市） 

エンベデッド
ソリューショ
ン事業 

開発設備 ─
<1,112.00>

433 ─ 4,211 4,645 36 
[3]

名称 リース期間 年間リース料 リース契約残高

PC、サーバ等一式 60ヶ月 8,921千円 6,837千円
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(1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注)提出日現在の発行数には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成23年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成23年６月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 14,834,580 14,834,580 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は100株でありま
す。 

計 14,834,580 14,834,580 － － 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

平成18年６月23日の定時株主総会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 当社が株式の分割または併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式により新株予約権の

目的たる株式の数を調整するものとします。ただし、かかる調整は新株予約権のうち当該時点で権利行使さ

れていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨て

るものとします。 

  調整後の株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整により

生じる1円未満の端数は切り上げる。 

 
また、時価を下回る価額で新株の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合

は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は切り上げる。 

 
４ ２名退職により、新株予約権の数３個と目的となる株式の数300株は失権しております。 

 
事業年度末現在

(平成23年３月31日) (平成23年５月31日) 
提出日の前月末現在

新株予約権の数(個)  1,629 (注)１   1,626(注)１、４

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  162,900(注)２  162,600 (注)２、４

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり918 (注)３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成23年12月１日～
平成26年11月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格   918
資本組入額  459

同左 

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の割り当てを受け
た者は、権利行使時において
も、当社及び当社グループ会
社の取締役、監査役又は従業
員の地位にあることを要す
る。た だ し、取 締 役、監 査
役、又は従業員の地位を失っ
た場合であっても、取締役、
監査役の任期満了等の正当な
理由による退任、又は従業員
の定年、会社都合等の正当な
理由による退職の場合に限
り、当該地位喪失の日後２年
間を限度に権利を行使でき
る。 

②新株予約権の相続は認めな
い。 

③その他の条件については、株
主総会決議及び新株予約権発
行の取締役会決議に基づき、
当社と新株予約権者との間で
締結する「新株予約権割当契
約」に定めるところによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡について

は、当社取締役会の承認を要す
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

─ ─ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合比率

 
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 新株予約権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

(6) 【所有者別状況】 

平成23年３月31日現在 

 
(注)  自己株式624,681株は、「個人その他」に6,246単元、「単元未満株式の状況」に81株含まれております。 

  
(7) 【大株主の状況】 

平成23年３月31日現在 

 
(注) 上記のほか当社所有の自己株式624千株（4.21％）があります。 

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金増減額

(千円) 
 

資本金残高 

(千円) 
 

資本準備金 

増減額 

(千円) 

資本準備金 

残高 

(千円) 

平成19年４月１日～ 

平成20年３月31日 

（注） 
4,000 14,834,580 1,300 440,200 1,300 152,412 

 

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株) 
単元未満 

株式の状況

(株) 

政府及び 

地方公共 

団体 

金融機関 
金融商品 

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

－ 23 15 55 19 3 6,937 7,052 －

所有株式数 
(単元) 

－ 9,163 377 47,131 839 24 90,804 148,338 780

所有株式数
の割合 
(％) 

－ 6.18 0.25 31.77 0.57 0.02 61.21 100.00 －

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式 

総数に対する 

所有株式数 

の割合(％) 

株式会社タネムラコーポレーション 東京都世田谷区瀬田１-17-18 2,095 14.12 

株式会社シージー・エンタープライズ 東京都渋谷区恵比寿４-８-10 2,072 13.97 

種 村 良 平 東京都世田谷区 1,681 11.33 

種 村 美那子 東京都世田谷区 579 3.91 

コア従業員持株会 東京都世田谷区三軒茶屋１-22-３ 579 3.90 

種 村 良 一 東京都世田谷区 505 3.41 

神 山 恵美子 東京都世田谷区 305 2.06 

田 中 明 美 東京都世田谷区 304 2.06 

牛 嶋 友 美 東京都世田谷区 304 2.05 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２-７-１ 160 1.08 

計 － 8,587 57.89 

― 32 ―



  

(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成23年３月31日現在 

 
(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が81株含まれております。 

  
② 【自己株式等】 

平成23年３月31日現在 

 
  

(9) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

第37期定時株主総会決議分 

当該制度は、会社法第236条及び会社法第238条の規定に基づき、当社及び当社グループ会社の取締

役、監査役及び従業員に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成18年６月23日開

催の当社第37期定時株主総会において決議されたものです。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

 
(注） 平成23年５月31日現在におきましては、付与対象者は退職により90名減少し、657名であります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式  － － － 

議決権制限株式（自己株式等）  － － － 

議決権制限株式（その他）  － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
 普通株式 624,600 

完全議決権株式（その他）  普通株式 14,209,200 142,092 
株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式 

単元未満株式  普通株式 780 － 同上 

発行済株式総数  14,834,580 － － 

総株主の議決権  － 142,092 － 

所有者の氏名 

又は名称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数 

(株) 

他人名義 

所有株式数 

(株) 

所有株式数 

の合計 

(株) 

発行済株式 

総数に対する

所有株式数 

の割合(％) 

（自己保有株式）   

株式会社コア 東京都世田谷区三軒茶屋１-22-３ 624,600 － 624,600 4.21 

計 － 624,600 － 624,600 4.21 

決議年月日 平成18年６月23日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役4名、当社監査役4名、当社執行役員11名、当社従業員593
名、当社連結子会社の取締役、監査役及び従業員135名、合計747名(注) 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数(株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 同上 

組織再編成行為に伴う新株予約権の 

交付に関する事項 
同上 

― 33 ―



  

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注) 当期間における保有自己株式数には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取りによる株式数は含めておりません。 

２ 【自己株式の取得等の状況】

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額 

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 

(円) 

引き受ける者の募集を行った 

取得自己株式 
－ － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る 

移転を行った取得自己株式 
－ － － － 

その他( － ) － － － － 

保有自己株式数 624,681 － 624,681 － 
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当社は経営の基本方針のもと、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と位置付けており

ます。そのために、当社は継続的な成長と株主価値の最大化を目指すことで、企業発展の源泉とし

ての利益確保に努めるとともに、株主の皆様に対して適正かつ安定した利益配分を継続することを

目指しております。 

こうした考え方から、連結ROEは15％以上の確保を目指すとともに、利益の配分として、今後、連

結配当性向は30％以上を継続的に実現し続けることを目指しております。 

当社は、期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

配当の決定機関は、期末配当は株主総会、中間配当は取締役会であります。 

当期の剰余金配当につきましては、１株当たり20円を期末配当とし、この結果連結配当性向は

50.6％となりました。次期の剰余金配当につきましても、連結ベースで配当性向30％以上を基準

に、業績予想の達成状況を勘案して決定する考えです。 

また、内部留保金については、将来の経営基盤拡大に向けたM&A活動、新技術・新製品の研究開発

活動、戦略的な人材開発活動の原資とするほか、中長期的な成長戦略の原資としての有効活用及び

業績向上と財務体質の強化を図り、株主の皆様のご期待に沿うよう努めていく所存であります。 

なお、当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることが

できる。」旨を定款に定めております。 

(注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３ 【配当政策】

決議年月日 配当金の総額(千円) １株当たり配当額（円)

平成23年６月23日 定時株主総会決議 284,197 20.00 

４ 【株価の推移】

回次 第38期 第39期 第40期 第41期 第42期 

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 

最高(円) 1,336 1,009 683 760 749 

最低(円) 830 555 386 531 567 

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月 

最高(円) 677 680 703 714 734 749 

最低(円) 570 579 625 686 695 567 
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(千株) 

代表取締役 

会長 
最高経営 

責任者 
種 村 良 平 昭和15年１月４日生

昭和38年４月 日本ビジネスオートメーション株式

会社(現東芝情報システム株式会社)

入社 

(注)４ 1,681 

昭和39年９月 北海道ビジネスオートメーション株

式会社入社 

昭和40年４月 同社東京事務所が分離独立し、日本

電子開発株式会社(現キーウェアソ

リューションズ株式会社)となる。 

昭和44年７月 同社技術部長 

昭和48年11月 株式会社応用システム研究所代表取

締役社長 

昭和48年12月 株式会社システムコア代表取締役社

長 

昭和49年８月 コアデジタル株式会社代表取締役 

昭和54年５月 大阪コア株式会社代表取締役社長 

昭和59年10月 コアネットインタナショナル株式会

社代表取締役社長 

北京核心軟件有限公司副董事長 

昭和60年４月 旧株式会社コア代表取締役社長 

昭和61年５月 北海道コア株式会社代表取締役社長 

昭和62年12月 株式会社東北情報センター代表取締

役社長 

平成元年５月 九州コア株式会社代表取締役社長 

平成元年10月 株式会社古河市情報センター代表取

締役社長 

平成元年11月 中部コア株式会社代表取締役社長 

平成７年４月 学校法人帯広コア学園理事長 

平成７年４月 学校法人コア学園(秋田)理事長 

平成７年４月 学校法人山口コア学園理事長 

平成８年７月 西日本シンクタンク株式会社代表取

締役社長 

平成14年６月 当社代表取締役社長兼主席執行役員 

平成15年６月 当社代表取締役会長(現任) 

代表取締役 

社長 

最高執行責

任者 

エンベデッ

ド事業戦略

担当 

ビジネス事

業戦略担当 

簗 田   稔 昭和29年５月６日生

昭和52年４月 株式会社システムコア入社 

(注)４ 10 

平成３年４月 同社SIサービス統括本部MESI事業本

部マイコンシステム部部長 

平成９年４月 株式会社コア転籍、当社人事本部担

当本部長 

平成15年４月 当社理事中四国カンパニー社長 

平成17年４月 当社執行役員中四国カンパニー社長 

平成20年４月 当社常務執行役員エンベデッドソリ

ューションカンパニー社長 

平成20年６月 当社取締役常務執行役員エンベデッ

ドソリューションカンパニー社長 

平成21年４月 当社代表取締役社長(現任） 

取締役 

専務執行役

員 

経営戦略・

関係会社担

当 

会長室室長 

木 下 利 之 昭和28年５月13日生

昭和62年４月 大阪コア株式会社入社 

(注)４ 15 

平成６年４月 株式会社システムコア財務経理部長 

平成９年４月 株式会社システムコア経営企画本部

担当本部長 

平成12年４月 当社上場準備室室長 

平成15年６月 当社執行役員会長室室長 

平成18年４月 当社常務執行役員会長室室長 

平成19年６月 当社取締役常務執行役員会長室室長 

平成23年４月 当社取締役専務執行役員会長室室長

(現任) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(千株) 

取締役 

常務執行役

員 

最高財務責

任 者、最 高

情報責任者 

人 事 本 部

長、資 材 本

部・管 理 本

部管掌 

大 平   茂 昭和29年11月25日生

昭和52年４月 株式会社デンケイ入社 

(注)４ 8 

昭和61年４月 同社拠点統括本部千葉営業所所長 

平成９年４月 株式会社コア転籍 

平成11年４月 当社東関東カンパニーシステムウェ

ア事業部担当事業部長 

平成14年４月 当社理事関西カンパニー社長補佐兼

システムウェア事業部事業部長 

平成17年10月 当社執行役員中部カンパニー社長 

平成21年４月 当社常務執行役員 

平成21年６月 当社取締役常務執行役員（現任） 

取締役 

常務執行役

員 

プロダクト

ソリューシ

ョンカンパ

ニー社長 

戦略ビジネ

ス推進本部

長、クラウ

ド戦略担当 

大 内 幸 史 昭和33年４月７日生

昭和56年４月 株式会社デンケイ入社 

(注)４ 10 

平成元年９月 同社拠点事業部仙台営業所所長 

平成９年４月 株式会社コア転籍新規・特別事業カ

ンパニーパーソナル・コミュニケー

ション事業本部担当本部長 

平成12年４月 当社新規・特別事業カンパニーネッ

トワークソリューション事業部事業

部長 

平成17年４月 当社理事新規・特別事業カンパニー

ネットワークソリューション事業部

事業部長 

平成20年４月 当社執行役員プロダクトソリューシ

ョンカンパニー社長 

平成21年４月 当社常務執行役員 

平成21年６月 当社取締役常務執行役員(現任） 

取締役 

常務執行役

員 

中四国カン

パニー社

長、グリー

ンIT戦略担

当、西日本

戦略担当 

松 浪 正 信 昭和31年５月12日生

昭和54年４月 株式会社システムコア入社 

(注)４ 10 

平成３年４月 同社SIサービス統括本部MESI事業部

通信システム部部長 

平成９年４月 株式会社コア転籍企画、国際事業本

部担当本部長 

平成11年７月 当社新規・特別事業カンパニープレ

ジデント補佐 

平成13年４月 当社新規・特別事業カンパニー理事 

平成18年４月 当社プロダクトソリューションカン

パニー社長 

平成20年４月 当社執行役員中四国カンパニー社長 

平成22年４月 当社常務執行役員 

平成23年６月 当社取締役常務執行役員(現任) 

監査役 

（常勤） 
― 徳 満 良 久 昭和25年３月10日生

昭和48年５月 株式会社デンケイ入社 

(注)５ 14 

昭和54年５月 大阪コア株式会社転籍 

平成９年４月 株式会社コア転籍 

平成14年６月 当社常務執行役員関西カンパニー社

長 

平成19年11月 当社常務執行役員関西カンパニー社

長、西日本営業本部本部長 

平成20年４月 当社常務執行役員西日本統括担当、

西日本営業本部本部長 

平成21年４月 当社取締役常務執行役員西日本統括

担当 

平成21年６月 当社監査役(現任） 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(千株) 

監査役 

（常勤） 
― 野 秋 盛 和 昭和26年１月９日生

昭和59年１月 コアデジタル株式会社入社 

(注)８ 20 

昭和59年５月 株式会社生産技術研究所取締役 

平成２年４月 株式会社システムコアMESI事業本部

担当本部長 

平成６年７月 同社取締役 

平成９年４月 株式会社コア取締役 

平成14年４月 当社執行役員事業戦略本部本部長 

平成18年４月 当社常務執行役員事業企画本部本部

長 

平成18年６月 当社取締役常務執行役員事業企画担

当、情報統括担当 

平成21年４月 当社取締役常務執行役員ビジネスソ

リューションカンパニー社長 

平成23年４月 当社取締役常務執行役員ビジネス事

業戦略担当 

平成23年６月 当社監査役(現任） 

監査役 

（非常勤） 
― 澤   昭 裕 昭和32年10月２日生

昭和56年４月 通商産業省入省 

(注)６ － 

平成元年８月 通商産業省機械情報産業局情報処理

振興課課長補佐 

平成７年４月 宮城県商工労働部次長 

平成９年６月 通商産業省工業技術院人事課長 

平成15年７月 経済産業省資源エネルギー庁資源燃

料部政策課長 

平成16年８月 東京大学先端科学技術研究センター

教授 

平成18年６月 当社監査役 

平成19年５月 日本経済団体連合会21世紀政策研究

所研究主幹（現任） 

平成22年２月 三澤株式会社代表取締役会長(現

任） 

平成22年６月 当社監査役（現任） 

監査役 

（非常勤） 
― 名古屋 信 夫 昭和20年１月30日生

昭和43年10月 公認会計士後藤岩男事務所(後にみ

すず監査法人）入所 

(注)７ － 

昭和45年８月 公認会計士登録 

昭和46年６月 税理士登録 

昭和53年４月 新光監査法人（みすず監査法人）社

員 

平成元年２月 中央新光監査法人（みすず監査法

人）代表社員 

平成18年９月 みすず監査法人退職 

平成18年10月 なごや公認会計士事務所所長（現

任） 

平成19年４月 日本公認会計士協会業務本部主任研

究員 

平成20年４月 慶應義塾大学院商学研究科特別招聘

教授（現任） 

平成21年６月 当社監査役(現任） 

  計     1,771 
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(注) １ 平成元年11月１日に、株式会社システムコアを存続会社として株式会社デンケイ、株式会社応用システム研究所を
吸収合併しております。 

２ 平成９年４月１日に、株式会社システムコアを存続会社として旧株式会社コア、コアデジタル株式会社、北海道コ
ア株式会社、中部コア株式会社、大阪コア株式会社、西日本シンクタンク株式会社及び九州コア株式会社を吸収合
併し、社名を株式会社コアに変更しております。 

３ 監査役名古屋信夫及び澤昭裕は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
４ 取締役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。 
５ 監査役徳満良久の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 
６ 監査役澤昭裕の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 
７ 監査役名古屋信夫の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。 
８ 監査役野秋盛和の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 
９ 当社は、法令に定める社外監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

 
10 当社は、経営の意思決定の迅速化及び取締役会の活性化を図るため、平成14年６月27日より執行役員制度を

導入しております。平成23年６月23日現在の執行役員(取締役を兼務する執行役員を除く)の構成は以下のと

おりであります。 

 
11 所有株式数は、有価証券報告書提出日(平成23年６月23日)現在におけるものであります。 

  

  

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(千株) 

佐久美 和 之 昭和26年９月25日生 

昭和52年４月 小松商事株式会社入社 

－ 

平成３年４月 学校法人秋田経理情報学園入社 

平成15年４月 学校法人秋田経理情報学園と学校法人コア学園が

合併 

学校法人コア学園秋田経理情報専門学校就職部長

並びに学生部課長 

平成19年４月 同校理事並びに事務長(現任） 

平成22年６月 当社補欠監査役（現任） 

常務執行役員 石井新己(営業統括本部長、総合研究所担当、ETベンダー戦略担当) 

執行役員 木内 正(北海道カンパニー社長)

執行役員 桜井美津夫(関西カンパニー社長)

執行役員 真下研一(管理本部長)

執行役員 神山裕司(中部カンパニー社長)

執行役員 新 幸彦(経営管理担当）

執行役員 小林聖敬(東関東カンパニー社長）

執行役員 長沢孝之(資材本部長）

執行役員 雨宮直樹(エンベデッドソリューションカンパニー社長) 

執行役員 市川 卓(ビジネスソリューションカンパニー社長）
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(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、ベンチャー精神を原点に「絶えず新たな付加価値を創出する」「高い倫理観をもって社

会に貢献する」という２つの企業使命を掲げて常に前進し、その成果を通じて広く社会経済の発展

に寄与していくことを企業理念としております。また、企業価値の向上に向けて社内外の利害関係

者から多様な意見を吸収し、経営の効率性、透明性、及び公正性を確保し、環境変化に迅速に対応

する経営を目指しております。 

当社は、この基本的な考え方のもと、企業活動の原点が株主、取引先、従業員等との共存共栄で

あることを認識し、会社法等の法令に基づき、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を図ってお

ります。 

  

②  企業統治の体制 

当社は、監査役制度を採用しており、経営監督機関である取締役会のもと、執行役員がそれぞれ

の担当業務を執行しております。また、社内外より選任された監査役により構成された監査役会を

設置し、公平・公正な経営監視のもと、グループ経営状態の迅速・正確な情報把握と意思決定を行

っております。 

当社の経営の意思決定、業務執行、監督、及び内部統制の体制は、平成23年６月23日現在次のと

おりであります。 

 

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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イ 会社の機関とその体制を採用する理由 

当社は、社外監査役が社外役員として経営のチェック機能を全うすることで十分に経営監督機能

を果たすことが可能との考えに基づき現状の体制を採用するものであり、当社としては委員会設置

会社、社外取締役中心の取締役会等のコーポレート・ガバナンス体制より適切であると考えており

ます。 

  
ロ 内部統制システムの整備の状況 

当社は、社外監査役を併せた監査役(会)による取締役(会)・執行役員の監視、社長直轄の内部監

査室による各部門の業務執行状況の監査並びに経営機能毎のリスクアセスメント、及び監査法人と

の監査契約による外部監査からなる監査体制をとっております。監査役会は、監査方針及び各監査

役の職務分担を決定し、取締役の職務遂行状況や内部統制システムの整備・運用状況に対する各監

査役の監査結果について協議するため、定例的に開催しております。 

また、当社では執行役員制度を導入しており、経営監督機構を取締役会が、業務執行機関を執行

役員がそれぞれ担当することで、監督と執行の分離を図っております。業務執行に関しては、当社

の経営範囲をそれぞれ管掌する執行役員がこれを担当しております。取締役会は当社グループの経

営方針及び経営戦略を決定し、執行役員は取締役会からの選任を受け、決定された経営方針等に基

づき割り当てられた担当業務を執行するとともに、執行役員全員により業務執行会議を構成し、月

例での各執行状況の報告、経営課題の協議、及び意見の交換を行っております。 

取締役会・業務執行会議と連携する委員会としては、「内部統制会議」「倫理委員会」「情報セ

キュリティ委員会」を常設し、各分野のリスク把握・未然防止対策・再発防止策・社員のリスク意

識向上等の施策の実施、必要に応じた監査を行っております。 

内部統制会議は、財務報告の信頼性を確保するため最高財務責任者を議長、内部監査室長を評価

責任者に置いたグループ内部統制の実施機関として関連役員、部門長等で構成しております。同会

議は、財務報告に係る内部統制の評価により把握した不備事項、監査人からの監査報告等を通じ

て、財務報告に係る内部統制の整備状況及び運用状況の把握並びに改善に向けた活動を行っており

ます。また、グループ全体の内部統制基本計画の策定、各段階の評価結果、及び開示すべき重要な

不備の有無等の評価結果を取締役会に適宜付議・報告しております。 

  
ハ リスク管理体制の整備の状況 

当社は、事業活動における主たるリスクに対し担当部署や委員会等が対策を重点的に検討・実施

するリスク管理体制を執っております。経営状況の把握と営業・技術・管理等に関する主たるリス

クの認識・対策検討は、社長が議長を務める「業務執行会議」において、全ての部門責任者(取締

役・執行役員及び社内外監査役）が出席のもと、月例で開催しております。 

また、当社はカンパニー制を執っており、日常の業務執行においては、各カンパニーに業務担当

を配置し、カンパニー業務執行のサポート及び日常業務処理におけるリスク確認・牽制を実施して

おります。併せてリスク意識の向上策として、「企業行動憲章」「企業行動基準」の教育と実践活

動を毎期全部門に計画させ、職務における全役職員の遵守状況を確認・徹底しております。 
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③  内部監査及び監査役監査 

イ 監査体制 

当社の監査役監査は、監査役４名（うち社外監査役２名）が取締役会への出席、稟議書等の決裁

書類・重要書類の閲覧、さらに業務及び財産の調査等を通じて取締役の職務遂行状況や内部統制機

能の整備・運用状況を監査しております。また、業務執行会議への出席を通じて各部門のリスク状

況や対策の検討状況を確認しております。さらに、監査役自らが直接実施する監査に加え、内部監

査室並びに監査法人からの報告書をもとに、当社グループの経営状況を適宜把握することで、コー

ポレート・ガバナンス機能の充実に努めております。 

監査役監査の手法としましては、「監査役監査規程」において監査役の職務を執行するための行

動基準を定め、これに基づく監査役の監査計画書・重点推進事項とともに法定監査事項・決算監査

事項をあわせ、年度初めの経営幹部の年度計画発表会で通知しております。 

内部監査室は、当社の内部統制基準に沿った各部門の業務執行状況の確認を基本に、年度単位に

監査計画を立て、関係会社も含めたグループ経営執行状況の網羅的な監査を実施しております。直

前事業年度においては、被監査部門に対して年一回の監査実施を原則に、業務監査を実施するほ

か、情報セキュリティ分野などのリスクマネジメント監査を実施しております。 

  
ロ 監査役と会計監査人の連携状況 

当社は、新日本有限責任監査法人との間で会社法及び金融商品取引法に基づく監査契約を締結

し、会計監査人を設置しております。当社の監査役と会計監査人は、監査の効率化を目指し、まず

年度初めに相互の間で明確な監査計画・監査体制の状況を確認しております。また、監査役と会計

監査人は定期的に会合を開催し、監査結果や改善点などを話し合い、取締役会に監査役意見として

フィードバックしております。 

  
ハ 監査役と内部監査室との連携状況 

当社監査役は、内部監査室と相互の連携を図っております。年度初めのミーティングにおいて、

内部監査室から監査役に対して年度計画の説明と相互の計画についての意見交換を行います。ま

た、内部監査室より実施した内部監査の状況と結果を監査役に報告するとともに、監査計画に基づ

く直近の監査予定部門の着目点等の意見交換を行っております。 
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④  社外取締役及び社外監査役 

イ 社外取締役、社外監査役の選任状況 

当社は現在社外取締役を選任しておりません。また、当社の監査役会は４名で構成されており、

うち社内の常勤監査役２名、社外監査役２名であり、社外監査役を含む監査役機能の充実により経

営の健全性の維持・強化を図っております。 

  
ロ 社外役員の重要な兼職の状況等 

 
(注) １ 当社と社外監査役の兼職先との間には、特別の関係はありません。 

  ２ 平成23年６月23日の定時株主総会にて補欠監査役として、佐久美和之氏を選任しております。 

  
ハ 社外役員の選任理由と主な活動状況 

 
(注) 平成23年６月23日の定時株主総会にて補欠監査役として、佐久美和之氏を選任しております。 

  
ニ 社外監査役との責任限定契約の内容の概要 

当社は社外監査役全員と会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第

１項に定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査

役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。 

  

区分 氏名 主な兼職先会社名 兼職の内容 

監査役 
澤  昭裕 三澤株式会社 代表取締役 

名古屋信夫 なごや公認会計士事務所 公認会計士 

区分 氏名 主な活動状況 

監査役 

澤  昭裕 

＜選任理由＞ 

 組織マネジメント研究者としての知見を活かし、当社のコンプライアンス

体制の構築・維持を図れるとの考えから、同氏を選任しております。 

＜活動状況＞ 

 当該事業年度開催の取締役会には15回中13回に出席し、必要に応じ、組織

マネジメント研究者としての知見を活かし、当社のコンプライアンス体制の

構築・維持についての発言を行っております。また、当該事業年度開催の監

査役会には14回中12回に出席し、監査結果についての意見交換、監査に関す

る重要事項の協議等を行っております。 

名古屋信夫 

＜選任理由＞ 

 現職の立場から企業経営にも精通し、また会計分野における専門的視点で

監査機能の充実を図れるとの考えから、同氏を選任しております。 

＜活動状況＞ 

 当該事業年度開催の取締役会には15回中15回に出席し、公認会計士の経験

と監査理論を核とした監査全般、会計について主に発言を行っております。

また、当該事業年度開催の監査役会には14回中14回に出席し、監査結果につ

いての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を行っております。 
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⑤  役員の報酬等 

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

 
  

ロ  提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が1億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。 

  

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 

使用人兼務役員の使用人給与が存在しないため、記載しておりません。 

  

ニ  役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針 

役員の報酬は、基本報酬、ストックオプション及び役員退職慰労金で構成しております。 

＜基本報酬＞ 

基本報酬の総額（限度額）は、株主総会にて決議する旨を定款で定めており、平成11年６月28日

開催の株主総会にて、取締役年額3億円、監査役年額3千万円を決議しております。 

役人の員数については取締役は20名以内、監査役は5名以内とする旨を定款で定めております。

また、役員が受ける個人別の基本報酬については、会社役員規程で以下の通り定めております。 

・取締役が受ける報酬は、株主総会において決議された取締役報酬総額の限度内で、取締役会

の協議により決定する。 

・監査役が受ける報酬は、株主総会において決議された監査役報酬総額の限度内で、監査役会

により決定する。 

  
＜ストックオプション＞ 

役員に対するストックオプションについては、その監督機能や業績等を勘案し設定した報酬等を

株主総会承認のもと、決定しております。 

  

＜役員退職慰労金＞ 

退職した役員に支給する役員退職慰労金は株主総会の承認に従い、取締役分については取締役

会、監査役分については監査役会が決定しております。 

  

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)基本報酬 ストックオプション

取締役 138,369 138,045 324 7

監査役 15,761 15,645 116 2

社外監査役 5,400 5,400 － 3
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⑥  株式の保有状況 

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

 
  

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額

及び保有目的 

  

（前事業年度） 

特定投資株式 

 
  

（当事業年度） 

特定投資株式 

 
  

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式 

 
  

⑦  会計監査の状況 

当社は、新日本有限責任監査法人と会社法及び金融商品取引法に基づく監査契約により同法人を

会計監査人に選任し、平成23年３月期の監査を受けております。当社は、会計監査人が独立の第三

者として公正不偏な立場で監査できるよう環境を整備しております。 

平成23年３月期において、業務を執行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成

は、次の通りです。 

＜業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名＞ 

長坂 隆 (新日本有限責任監査法人) 

中村 和臣(新日本有限責任監査法人) 

＜監査業務に係る補助者の構成＞ 

公認会計士 5名 

その他   4名 

(注）その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。 

銘柄数 15銘柄

貸借対照表計上額の合計額 126,772千円

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 108,000 52,920 
営業上の取引関係強化のた
めの保有 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 100,000 18,500 
営業上の取引関係強化のた
めの保有 

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(千円)

保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 108,000 41,472 
営業上の取引関係強化のた
めの保有 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 200,000 27,600 
営業上の取引関係強化のた
めの保有 

 

前事業年度
(千円)

当事業年度
(千円)

貸借対照表
計上額の合計額

貸借対照表
計上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式以外の株式 3,570 49,049 438 － △4,826
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(2) 【監査報酬の内容等】 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

 
  

②【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

  

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

  

④【監査報酬の決定方針】 

会計監査人に対する報酬の額の決定に関する方針は、代表取締役が監査役会の同意を得て定めて

おります。 

区    分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

監査証明業務に
基づく報酬(千円)

非監査業務に
基づく報酬(千円)

提出会社 32,000 － 32,000 －

連結子会社 － － － －

合計 32,000 － 32,000 －
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第５ 【経理の状況】 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  
(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年４月１日から平

成22年３月31日まで)及び前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)並びに当連結会計年

度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)及び当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31

日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けております。 

  

当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ

加入し、当機構が主催する研修等への参加や、当機構が発信する情報を適時に把握することによって、会

計基準の内容及びその変更等に対処しております。 

  

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,679,306 1,543,553

受取手形及び売掛金 4,665,187 4,530,634

商品及び製品 87,405 71,934

仕掛品 437,258 ※３  387,943

原材料及び貯蔵品 48,118 40,671

繰延税金資産 333,910 330,587

その他 304,549 266,765

貸倒引当金 △120,080 －

流動資産合計 7,435,656 7,172,089

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※２  3,598,892 ※２  3,622,656

減価償却累計額 △1,938,245 △2,027,269

建物及び構築物（純額） 1,660,647 1,595,387

機械装置及び運搬具 412,158 479,352

減価償却累計額 △317,756 △367,916

機械装置及び運搬具（純額） 94,402 111,436

土地 ※２  3,821,118 ※２  3,821,118

建設仮勘定 － 7,494

その他 308,273 320,057

減価償却累計額 △256,698 △268,103

その他（純額） 51,574 51,954

有形固定資産合計 5,627,743 5,587,391

無形固定資産   

その他 175,558 180,079

無形固定資産合計 175,558 180,079

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１  934,736 ※１  853,212

長期貸付金 8,335 －

繰延税金資産 201,852 274,525

その他 450,721 469,487

貸倒引当金 － △7,201

投資その他の資産合計 1,595,647 1,590,023

固定資産合計 7,398,948 7,357,493

資産合計 14,834,605 14,529,583
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,731,868 1,582,291

短期借入金 ※２  2,133,494 ※２  1,487,221

未払法人税等 228,829 363,341

賞与引当金 577,947 594,415

受注損失引当金 － ※３  4,382

製品保証引当金 21,139 13,728

災害損失引当金 － 21,823

その他 656,143 581,509

流動負債合計 5,349,421 4,648,713

固定負債   

長期借入金 ※２  1,871,943 ※２  1,947,721

退職給付引当金 52,381 51,306

役員退職慰労引当金 202,606 202,503

その他 186,725 226,531

固定負債合計 2,313,657 2,428,063

負債合計 7,663,078 7,076,776

純資産の部   

株主資本   

資本金 440,200 440,200

資本剰余金 152,412 152,412

利益剰余金 7,206,994 7,484,187

自己株式 △641,805 △641,805

株主資本合計 7,157,801 7,434,993

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △2,612 4,957

為替換算調整勘定 △25,665 △36,515

その他の包括利益累計額合計 △28,278 △31,557

新株予約権 27,972 35,533

少数株主持分 14,031 13,837

純資産合計 7,171,526 7,452,806

負債純資産合計 14,834,605 14,529,583
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 20,322,849 20,580,174

売上原価 ※１  16,011,532 ※１, ※５  16,170,912

売上総利益 4,311,316 4,409,261

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 45,453 49,005

人件費 2,262,954 2,364,093

賞与引当金繰入額 59,956 67,245

退職給付費用 35,147 39,811

福利厚生費 36,673 42,400

旅費及び交通費 101,542 113,550

減価償却費 74,717 67,477

貸倒引当金繰入額 1,080 7,201

研究開発費 ※１  194,118 ※１  152,650

その他 657,160 597,289

販売費及び一般管理費合計 3,468,805 3,500,726

営業利益 842,511 908,535

営業外収益   

受取利息 4,126 1,032

受取配当金 1,159 4,823

受取賃貸料 193,580 148,859

補助金収入 173,685 122,131

持分法による投資利益 － 11,312

その他 31,774 26,298

営業外収益合計 404,325 314,458

営業外費用   

支払利息 92,815 74,998

賃貸収入原価 55,332 44,197

持分法による投資損失 1,541 －

投資事業組合運用損 － 40,237

和解金 21,036 －

その他 10,761 5,334

営業外費用合計 181,488 164,767

経常利益 1,065,349 1,058,225

特別利益   

固定資産売却益 ※２  94 －

投資有価証券売却益 67,371 6,920

受取保険金 30,186 －

特別利益合計 97,651 6,920
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※３  1,023 －

投資有価証券売却損 1,515 －

投資有価証券評価損 12,800 36,074

子会社株式売却損 － 23,590

子会社整理損 ※４  150,000 －

事務所移転費用 51,640 －

貸倒損失 3,000 －

災害損失引当金繰入額 － 21,823

その他 1,214 12,691

特別損失合計 221,193 94,180

税金等調整前当期純利益 941,807 970,965

法人税、住民税及び事業税 234,510 467,802

法人税等調整額 170,831 △59,336

法人税等合計 405,341 408,466

少数株主損益調整前当期純利益 － 562,498

少数株主利益又は少数株主損失（△） △6,119 1,107

当期純利益 542,585 561,390
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【連結包括利益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 562,498

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △17,049

為替換算調整勘定 － △3,945

持分法適用会社に対する持分相当額 － 16,413

その他の包括利益合計 － ※２  △4,581

包括利益 － ※１  557,916

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 558,110

少数株主に係る包括利益 － △194
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 440,200 440,200

当期末残高 440,200 440,200

資本剰余金   

前期末残高 152,412 152,412

当期末残高 152,412 152,412

利益剰余金   

前期末残高 7,112,721 7,206,994

当期変動額   

剰余金の配当 △284,123 △284,197

当期純利益 542,585 561,390

連結範囲の変動 △162,792 －

自己株式の処分 △1,396 －

当期変動額合計 94,273 277,192

当期末残高 7,206,994 7,484,187

自己株式   

前期末残高 △645,607 △641,805

当期変動額   

自己株式の処分 3,801 －

当期変動額合計 3,801 －

当期末残高 △641,805 △641,805

株主資本合計   

前期末残高 7,059,726 7,157,801

当期変動額   

剰余金の配当 △284,123 △284,197

当期純利益 542,585 561,390

連結範囲の変動 △162,792 －

自己株式の処分 2,405 －

当期変動額合計 98,074 277,192

当期末残高 7,157,801 7,434,993
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △4,868 △2,612

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,255 7,570

当期変動額合計 2,255 7,570

当期末残高 △2,612 4,957

為替換算調整勘定   

前期末残高 △29,687 △25,665

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 4,021 △10,850

当期変動額合計 4,021 △10,850

当期末残高 △25,665 △36,515

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △34,555 △28,278

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,277 △3,279

当期変動額合計 6,277 △3,279

当期末残高 △28,278 △31,557

新株予約権   

前期末残高 19,909 27,972

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,062 7,561

当期変動額合計 8,062 7,561

当期末残高 27,972 35,533

少数株主持分   

前期末残高 20,255 14,031

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6,224 △194

当期変動額合計 △6,224 △194

当期末残高 14,031 13,837
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 7,065,336 7,171,526

当期変動額   

剰余金の配当 △284,123 △284,197

当期純利益 542,585 561,390

連結範囲の変動 △162,792 －

自己株式の処分 2,405 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,115 4,087

当期変動額合計 106,190 281,280

当期末残高 7,171,526 7,452,806
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 941,807 970,965

減価償却費 326,793 217,794

貸倒引当金の増減額（△は減少） 653 6,121

賞与引当金の増減額（△は減少） 47,192 16,757

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,135 △1,075

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △55,227 △102

受注損失引当金の増減額（△は減少） △51,152 4,382

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4,656 △7,411

災害損失引当金の増減額（△は減少） － 21,823

投資有価証券売却損益（△は益） △65,855 △6,920

投資有価証券評価損益（△は益） 12,800 36,074

投資事業組合運用損益（△は益） － 40,237

子会社株式売却損益（△は益） － 23,590

持分法による投資損益（△は益） 1,541 △11,312

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,892

有形固定資産売却損益（△は益） 1,023 －

貸倒損失 3,000 －

子会社整理損 150,000 －

移転費用 49,977 －

売上債権の増減額（△は増加） 338,262 133,337

たな卸資産の増減額（△は増加） 186,722 72,029

営業債務の増減額（△は減少） △546,420 △352,436

前受金の増減額（△は減少） △13,581 31,128

未払消費税等の増減額（△は減少） 75,359 △19,208

受取賃貸料 △193,580 △148,859

賃貸費用 34,186 44,197

受取利息及び受取配当金 △5,285 △5,856

支払利息 92,815 74,998

その他 △135,296 △3,482

小計 1,180,942 1,144,666

利息及び配当金の受取額 6,385 6,656

利息の支払額 △92,815 △74,732

受取保険金 30,186 －

法人税等の支払額 △201,595 △328,489

営業活動によるキャッシュ・フロー 923,103 748,101
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △56,292 △6,639

定期預金の払戻による収入 10,000 200,934

有価証券の売却による収入 － 20,500

有形固定資産の取得による支出 △63,445 △97,206

無形固定資産の取得による支出 △71,257 △78,911

投資有価証券の取得による支出 △161,083 △126,043

投資有価証券の売却による収入 217,386 26,920

貸付けによる支出 △35,000 －

貸付金の回収による収入 4,321 47,749

子会社株式の売却による収入 － 62,659

投資不動産の賃貸による収入 184,921 148,859

投資不動産の賃貸による支出 △13,980 △29,150

その他 146,015 △207

投資活動によるキャッシュ・フロー 161,585 169,464

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △39,600 △357,002

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △637,292 △513,492

シンジケートローン手数料 △1,000 －

リース債務の返済による支出 △755 △1,295

自己株式の売却による収入 2,405 －

配当金の支払額 △285,953 △284,245

少数株主への配当金の支払額 △785 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △962,980 △856,034

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,385 △2,989

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 123,093 58,541

現金及び現金同等物の期首残高 1,472,686 1,336,964

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △258,815 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１  1,336,964 ※１  1,395,506
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【継続企業の前提に関する注記】 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

  
当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

１ 連結の範囲に

関する事項 

(1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

コアネットインタナショナル株式会

社 

コア興産株式会社 

北京核心軟件有限公司 

株式会社ギガ 

株式会社プロネット 

株式会社ラムダシステムズ 

なお、株式会社アコード・システ

ム及び株式会社アクティブ・ブレイ

ンズ・トラストについては、重要性

がなくなったため、当連結会計年度

より連結子会社から除外しておりま

す。 

(1) 連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

コアネットインタナショナル株式会

社 

コア興産株式会社 

北京核心軟件有限公司 

株式会社ギガ 

株式会社プロネット 

株式会社ラムダシステムズ 

 

 (2) 非連結子会社の数 ６社 

非連結子会社の名称 

上海核心信息技術有限公司 

株式会社医療福祉工学研究所 

株式会社システムプランニング 

株式会社シーズ 

株式会社アコード・システム 

株式会社アクティブ・ブレインズ・

トラスト 

なお、当連結会計年度において、

アンサー・アンド・コンサルティン

グ株式会社の全株式を売却したこと

により、同社を非連結子会社から除

外しております。 

(2) 非連結子会社の数 ３社 

非連結子会社の名称 

上海核心信息技術有限公司 

株式会社医療福祉工学研究所 

株式会社アコード・システム 

  なお、当連結会計年度において、非

連結子会社であった株式会社アクティ

ブ・ブレインズ・トラスト及び株式会

社システムプランニングについては全

株式を売却したことにより、また、株

式会社シーズについては清算が結了し

たため、それぞれ非連結子会社から除

外しております。 

 
 
 
 

 連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社は小規模会社であり、

総資産、売上高、当期純損益及び利益

剰余金(持分に見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

２ 持分法の適用

に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社 

非連結子会社の数 １社 

非連結子会社の名称 

上海核心信息技術有限公司 

 

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社 

非連結子会社の数 １社 

非連結子会社の名称 

上海核心信息技術有限公司 

 
 なお、前連結会計年度において持分

法適用会社であったアンサー・アン

ド・コンサルティング株式会社につい

ては、同社の全株式を売却したため、

持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

 関連会社の数 ４社 

持分法適用会社の名称 

株式会社ダイセック 

協立システム開発株式会社 

ケイ・エヌ情報システム株式会社 

株式会社古河市情報センター 

関連会社の数 ４社 

持分法適用会社の名称 

同左 

 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社の名称 

株式会社システムクリエイティブ 

株式会社東北情報センター 

北京吉利科電子工程有限公司 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社の名称 

同左 

 (3) 持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ連結

純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除

外しております。 

(3) 持分法を適用しない理由 

同左 

 (4) 持分法の適用の手続きについて特に記

載する必要があると認められる事項 

持分法適用会社のうち、決算日が連

結決算日と異なる会社については、当

該会社の事業年度に係る財務諸表を使

用しております。 

(4) 持分法の適用の手続きについて特に記

載する必要があると認められる事項 

同左 

３ 連結子会社の

事業年度等に

関する事項 

連結子会社のうち北京核心軟件有限公司

の決算日は12月31日であります。連結財務

諸表を作成するにあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な修

正を行っております。 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

４ 会計処理基準

に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① たな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下

による簿価切下げの方法）によって

おります。 

商品  移動平均法 

原材料 移動平均法 

仕掛品 個別法 

貯蔵品 最終仕入原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① たな卸資産 

同左 

商品  同左 

原材料 同左 

仕掛品 同左 

貯蔵品 同左 

 
 

 ②有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資(金

融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの)につ

いては、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によってお

ります。 

②有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 
 
 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

建物(建物附属設備は除く） 

①平成10年３月31日以前に取得した

もの 

旧定率法によっております。 

②平成10年４月1日から平成19年３月

31日までに取得したもの 

旧定額法によっております。 

③平成19年４月1日以降に取得したも

の 

定額法によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産(リース資産を除く) 

建物(建物附属設備は除く） 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

 建物以外 

①平成19年３月31日以前に取得した

もの 

旧定率法によっております。 

②平成19年４月1日以降に取得したも

の 

定率法によっております。 

建物以外 

同左 

 

 
無形固定資産(リース資産を除く) 

市場販売目的のソフトウエア 

見込販売期間(３年以内)における見

込販売数量に基づく償却額と販売可能

な残存有効期間に基づく均等配分額を

比較し、いずれか大きい額を計上して

おります。 

無形固定資産(リース資産を除く) 

市場販売目的のソフトウエア 

同左 

 自社利用のソフトウエア 

見込利用可能期間(３～５年)に基づ

く定額法によっております。 

自社利用のソフトウエア 

同左 

 リース資産 

所有権移転外のファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額をゼロとする定額法によっておりま

す。 

なお、リース取引会計基準の改正適

用初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

リース資産 

所有権移転外のファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 
 
 

 

 ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

 
 

 ③ 受注損失引当金 

ソフトウエアの請負契約に基づく

開発のうち、当連結会計年度末時点

で将来の損失が見込まれ、かつ、当

該損失額を合理的に見積もることが

可能なものについては、将来発生が

見込まれる損失額を計上しておりま

す。 

③ 受注損失引当金 

同左 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

 ④ 製品保証引当金 

顧客に納入した一部の製品に対し

て発生した製品保証に係る支出に備

えるため、過去の実績等に基づき算

定した金額を計上しております。 

④ 製品保証引当金 

同左 

 ⑤ 退職給付引当金 

確定拠出年金へ移行しない退職一

時金については、従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末に

おける要支給額を計上しておりま

す。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

 ⑥ 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金支給規

程に基づく連結会計年度末要支給額

を計上しております。 

⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 

 ―――――――――― ⑦ 災害損失引当金 

東日本大震災により被災した資産の

復旧等に要する支出に備えるため、当

連結会計年度末における見積額を計上

しております。 

 (4) 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基

準 

①当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められ

る工事 

工事進行基準(工事の進捗率の見

積りは原価比例法） 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基

準 

①当連結会計年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる

工事 

同左 

 ②その他の工事  

工事完成基準 

（会計方針の変更） 

受注制作のソフトウエアに係る収益

の計上基準については、従来、工事完

成基準を適用しておりましたが、「工

事契約に関する会計基準」（企業会計

基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日）を当連結会計年度

から適用し、当連結会計年度に着手し

た工事契約から、当連結会計年度末ま

での進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基

準(工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については、工

事完成基準を適用しております。 

これに伴う売上高、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益に与

える影響はありません。 

②その他の工事 

同左 

―――――――――― 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）（ヘッジ対象） 

金利スワップ  借入金の利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており

ます。 

③ヘッジ方針 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

リスク管理方針に従って、以下の条

件を満たす金利スワップを締結してお

ります。 

Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本が一致している。 

Ⅱ 金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。 

Ⅲ 長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされ

る変動金利のインデックスが、ほ

ぼ一致している。 

Ⅳ 長期借入金と金利スワップの受払

い条件の金利改定条件が一致して

いる。 

Ⅴ 金利スワップの受払い条件がスワ

ップ期間を通して一定である。 

従って、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているので決算日におけ

る有効性の評価を省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ―――――――――― (6) のれん及び負ののれんの償却に関する

事項 

のれんは、５年間で均等償却してお

ります。ただし、金額が僅少なもの

は、発生した期の損益として処理して

おります。 

 ―――――――――― (7) 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

資金の範囲には、手許現金、要求払

預金及び取得日から３ヶ月以内に満期

日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない短期的

な投資を含めております。 

 (6) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(8) その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

同左 
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【会計方針の変更】 

  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

５ 連結子会社の

資産及び負債

の評価に関す

る事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しております。 

―――――――――― 

６ のれん及び負

ののれんの償

却に関する事

項 

のれんは、５年間で均等償却しておりま

す。ただし、金額が僅少なものは、発生し

た期の損益として処理しております。 

―――――――――― 

７ 連結キャッシ

ュ・フロー計

算書における

資金の範囲 

資金の範囲には、手許現金、要求払預金

及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資を含めており

ます。 

―――――――――― 

前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

―――――――――― （資産除去債務に関する会計基準等） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用

しております。 

これにより、営業利益及び経常利益は637千円、税金

等調整前当期純利益は8,529千円減少しております。 
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【表示方法の変更】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

(連結損益計算書) 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました

「シンジケートローン手数料」（当連結会計年度1,000

千円）は、営業費用総額の100分の10以下であるため、

当連結会計年度においては、営業外費用の「その他」に

含めて表示しております。 

(連結損益計算書) 

―――――――――― 

前連結会計年度において、独立掲記しておりました

「投資事業組合運用損」（当連結会計年度3,301千円）

は、営業費用総額の100分の10以下であるため、当連結

会計年度においては、営業外費用の「その他」に含めて

表示しております。 

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「投資事業組合運用損」（前

連結会計年度3,301千円）は、当連結会計年度におい

て、営業費用総額の100分の10を越えたため、区分掲記

しました。 

―――――――――― 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、「少数株主

損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度において、営業活動のキャッシュ・フ

ローに独立掲記しておりました「投資事業組合運用損益

（△は益）」（当連結会計年度3,301千円）は、重要性

がなくなった為、当連結会計年度においては、「その

他」に含めて表示しております。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

前連結会計年度において、営業活動のキャッシュ・フ

ローの「その他」に含めて表示しておりました「投資事

業組合運用損益（△は益）」（前連結会計年度3,301千

円）は、重要性が増したため、当連結会計年度において

は区分掲記することに変更しました。 

前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

―――――――――― （包括利益の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。 

―――――――――― （東日本大震災に関する損失） 

 東日本大震災に関する損失につきましては、連結損益

計算書上で事業所の現状回復費用21,823千円を特別損失

の「災害損失引当金繰入額」に計上し、同額を連結貸借

対照表上の流動負債に「災害損失引当金」として計上し

ております。 
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【注記事項】 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(連結損益計算書関係) 

  

前連結会計年度 

(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成23年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりであります。 

  

投資有価証券(株式) 427,539千円 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりであります。 

投資有価証券(株式) 365,455千円 

※２ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと
おりであります。 

  担保に供している資産 

  

建物及び構築物 719,942千円 

土地 1,728,412千円 

 計 2,448,354千円 

※２ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと
おりであります。 

  担保に供している資産 

建物及び構築物 699,918千円 

土地 1,728,412千円 

 計 2,428,330千円 

  担保権によって担保されている債務 

 
なお、上記の他、加入する協同組合広島インテリ

ジェントセンターの借入金405,409千円に対して、

建物143,274千円、土地317,783千円を担保に供して

おります。 

短期借入金 133,200千円 

長期借入金 1,733,600千円 

計 1,866,800千円 

  担保権によって担保されている債務 

 
なお、上記の他、加入する協同組合広島インテリ

ジェントセンターの借入金264,277千円に対して、

建物136,823千円、土地317,783千円を担保に供して

おります。 

短期借入金 133,200千円 

長期借入金 1,600,400千円 

計 1,733,600千円 

―――――――――― ※３ 仕掛品及び受注損失引当金の表示 

損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品と

受注損失引当金は相殺せず両建てで表示しておりま

す。 

損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品の

うち、受注損失引当金に対応する額は16,141千円で

あります。 

前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費は次のとおりであります。 

一般管理費 194,118千円 

製造費用 227,640千円 

  計 421,758千円 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費は次のとおりであります。 

一般管理費 152,650千円 

製造費用 162,066千円 

  計 314,716千円 

※２ 固定資産売却益の内容は、次のとおりでありま
す。 

 

建物及び構築物 31千円 

土地  62千円 

   計 94千円 

―――――――――― 
 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

機械装置及び運搬具          1,023千円 

 

―――――――――― 
 

※４ 子会社整理損の内容は、次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額          119,000千円 

子会社株式評価損          31,000千円 

   計              150,000千円 

   

――――――――――

 

―――――――――― ※５ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 

4,382千円 
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(連結包括利益計算書関係) 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 
  

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

 
  

  

親会社株主に係る包括利益 548,863千円

少数株主に係る包括利益 △5,439千円

計 543,423千円

その他有価証券評価差額金 2,255千円

為替換算調整勘定 2,061千円

持分法適用会社に対する持分相当額 2,640千円

計 6,957千円
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権行使の充当による減少 3,700株 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計年度末 

(株) 

 普通株式 14,834,580 － － 14,834,580 

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計年度末 

(株) 

 普通株式 628,381 － 3,700 624,681 

会社名 内訳 
目的となる 

株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当連結会計

年度末残高

(千円) 
前連結 

会計年度末
増加 減少 

当連結 

会計年度末 

提出会社 
平成18年ストックオプ
ションとしての新株予
約権 

－ － － － － 27,972 

合計 － － － － 27,972 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年６月25日
定時株主総会 

普通株式 284,123 20.00 平成21年３月31日 平成21年６月26日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 
配当額 

(円) 
基準日 効力発生日 

平成22年６月24日
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 284,197 20.00 平成22年３月31日 平成22年６月25日
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当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計年度末 

(株) 

 普通株式 14,834,580 － － 14,834,580 

株式の種類 
前連結会計年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当連結会計年度末 

(株) 

 普通株式 624,681 － － 624,681 

会社名 内訳 
目的となる 

株式の種類 

目的となる株式の数(株) 当連結会計

年度末残高

(千円) 
前連結 

会計年度末
増加 減少 

当連結 

会計年度末 

提出会社 
平成18年ストックオプ
ションとしての新株予
約権 

－ － － － － 35,533 

合計 － － － － 35,533 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成22年６月24日
定時株主総会 

普通株式 284,197 20.00 平成22年３月31日 平成22年６月25日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年６月23日
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 284,197 20.00 平成23年３月31日 平成23年６月24日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,679,306千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △342,341千円

現金及び現金同等物 1,336,964千円
 

現金及び預金勘定 1,543,553千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △148,046千円

現金及び現金同等物 1,395,506千円

前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

・有形固定資産 

エンベデッドソリューション事業における生

産設備(機械装置）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

・有形固定資産 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

 

 
(2) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引 

(2) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

   

 

取得価額  

相当額

 
(千円)

減価償却  

累計額

相当額

(千円)

期末残高  

相当額

 
(千円)

機械装置及び

運搬具 
28,838 18,008 10,830 

その他（工具

器具備品） 
15,164 10,681 4,482 

合計 44,002 28,689 15,312 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

 

取得価額  

相当額

 
(千円)

減価償却  

累計額

相当額

(千円)

期末残高  

相当額

 
(千円)

機械装置及び

運搬具 
21,921 16,976 4,944 

その他（工具

器具備品） 
15,164 13,714 1,449 

合計 37,085 30,690 6,394 

② 未経過リース料期末残高相当額 

1年以内 9,376千円 

1年超 6,837千円 

合計 16,213千円 

② 未経過リース料期末残高相当額 

1年以内 6,392千円 

1年超 445千円 

合計 6,837千円 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

 

支払リース料 10,348千円 

減価償却費相当額 9,494千円 

支払利息相当額 726千円 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 8,921千円 

減価償却費相当額 8,111千円 

支払利息相当額 400千円 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額
の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に
ついては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 
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(金融商品関係) 

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日）を適

用しております。 

  

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、運転資金については主として短期借入金により、設備投資資金については主として

長期借入金により、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。一時的な余剰資金は安

全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針です。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券

は、主に営業上の取引関係強化のために保有している株式であり市場価格の変動リスク等に晒されてい

ます。また、子会社等に対して長期貸付を行っております。借入金の一部は変動金利であるため、金利

の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしており

ます。 

デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引で

あります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方

法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されている

「（5）重要なヘッジ会計の方針」をご参照下さい。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について業務推進部が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理基準に準じて、同様の

管理を行っております。なお、長期貸付については当社の関連会社のみに限定して行っており、外部

の一般取引先に比べて当該関連会社における財政状態・経営成績の状況をタイムリーかつ緻密に管

理・把握が可能なため、回収懸念の危険性は低く、従って比較的低リスクな状態にあるといえます。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制する為に金利スワップ取引を利用しておりま

す。デリバティブ取引については、資金管理規程に従い、取締役会の承認を得て執行し、管理を行っ

ております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直

しております。 
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③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、資金管理規程に従い、財務経理部が各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・

更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。また、連結子会

社についても、当社の資金管理規程に準じて、同様の管理を行っております。 

  

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注

２)をご参照ください。）。 

  

（単位：千円） 

 
（※）短期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  
(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 短期貸付金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

  

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,679,306 1,679,306 －

(2) 受取手形及び売掛金 4,665,187 4,665,187 －

(3) 短期貸付金 158,413  

   貸倒引当金（※） △119,000  

 39,413 39,565 152 

(4) 投資有価証券   

   その他有価証券 282,184 282,184 －

(5) 長期貸付金 8,335 8,179 △155

資産計 6,674,428 6,674,424 △3

(1) 買掛金 1,731,868 1,731,868 －

(2) 短期借入金 2,133,494 2,180,340 46,846 

(3) 未払法人税等 228,829 228,829 －

(4) 長期借入金 1,871,943 1,885,234 13,291 

負債計 5,966,134 6,026,272 60,137 

デリバティブ取引 － － －
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(4) 投資有価証券 

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機

関から提出された価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「有価証券関係」注記をご参照くださ

い。 

  
(5) 長期貸付金 

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。 

  

負  債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、並びに(3) 未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。尚、短期借入金には、長期借入金のうち1年内返済予定の長期借入金が含まれております。

  
(4) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の

対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を行った

場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

  

デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。 

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる為「(4)投資有

価証券」には含めておりません。 

  
(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

 
  
(注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 493,753 

その他 158,799 

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

預金 1,676,465 － － －

受取手形及び売掛金 4,665,187 － － －

投資有価証券   

 その他有価証券のうち満期があるもの   

  社債 19,740 25,050 － －

  その他 78,999 81,480 － －

貸付金 158,413 8,335 － －

合計 6,598,805 114,865 － －

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

長期借入金 513,492 224,221 160,795 152,926 133,200 1,200,800 
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、運転資金については主として短期借入金により、設備投資資金については主として

長期借入金により、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。一時的な余剰資金は安

全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針です。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、投資有価証券

は、主に営業上の取引関係強化のために保有している株式であり市場価格の変動リスク等に晒されてい

ます。また、子会社等に対して長期貸付を行っております。借入金の一部は変動金利であるため、金利

の変動リスクに晒されていますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしており

ます。 

デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引で

あります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方

法等については、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されている

「（5）重要なヘッジ会計の方針」をご参照下さい。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について業務推進部が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理基準に準じて、同様の

管理を行っております。なお、長期貸付については当社の関連会社のみに限定して行っており、外部

の一般取引先に比べて当該関連会社における財政状態・経営成績の状況をタイムリーかつ緻密に管

理・把握が可能なため、回収懸念の危険性は低く、従って比較的低リスクな状態にあるといえます。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制する為に金利スワップ取引を利用しておりま

す。デリバティブ取引については、資金管理規程に従い、取締役会の承認を得て執行し、管理を行っ

ております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直

しております。 

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、資金管理規程に従い、財務経理部が各部署からの報告に基づき適時に資金繰計画を作成・

更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。また、連結子会

社についても、当社の資金管理規程に準じて、同様の管理を行っております。 
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（(注

２)をご参照ください。）。 

（単位：千円） 

 
  

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資  産 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

  

(3) 投資有価証券 

これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「有価証券関係」注記を参照くださ

い。 

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 1,543,553 1,543,553 － 

(2) 受取手形及び売掛金 4,530,634 4,530,634 － 

(3) 投資有価証券    

   その他有価証券 286,457 286,457 － 

資産計 6,360,644 6,360,644 － 

(1) 買掛金 1,582,291 1,582,291 － 

(2) 短期借入金 1,487,221 1,531,605 44,383 

(3) 未払法人税等 363,341 363,341 － 

(4) 長期借入金 1,947,721 2,006,042 58,320 

負債計 5,380,575 5,483,279 102,703 

デリバティブ取引 － － －

― 76 ―



  

負  債 

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、並びに（3）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。尚、短期借入金には、長期借入金のうち1年内返済予定の長期借入金が含まれておりま

す。 

  
(4) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処

理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を

行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

  

デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。 

  

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる為「(3)投資有

価証券」には含めておりません。 

  

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
（単位：千円） 

 
  

（注４） 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 
（単位：千円） 

 

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 428,155 

その他 138,599 

 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

預金 1,541,403 － － －

受取手形及び売掛金 4,530,634 － － －

投資有価証券   

 その他有価証券のうち満期があるもの   

  その他 － 97,369 － －

合計 6,072,037 97,369 － －

 １年以内
１年超 

２年以内

２年超 

３年以内

３年超 

４年以内

４年超 

５年以内
５年超

長期借入金 224,221 160,795 452,926 133,200 1,200,800 － 
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(有価証券関係) 

前連結会計年度 

１  その他有価証券（平成22年３月31日） 

 
(注) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

 
  

３  当連結会計年度中に減損処理を行った有価証券（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

その他有価証券で時価のあるものの減損にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べ

て30％以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案し

て回復可能性を判断し、回復の見込が明らかな場合を除き、減損処理を行っております。なお、当連結会

計年度末において、当該有価証券で時価のあるものについて時価が取得原価に比べ30％以上下落したもの

はありません。 

 種類
連結貸借対照表 

計上額
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1)株式 121,349 110,350 10,998 

(2)債券  

  社債 25,050 20,000 5,050 

(3)その他 31,128 31,088 40 

小計 177,527 161,438 16,088 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1)株式 3,437 3,777 △340

(2)債券  

  社債 19,740 20,500 △760

(3)その他 81,480 101,000 △19,520

小計 104,657 125,277 △20,620

合計  282,184 286,716 △4,531

種類
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

売却損の合計額
(千円)

株式 174,263 65,271 899 

その他 42,870 2,100 616 

合計 217,133 67,371 1,515 
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当連結会計年度 

１  その他有価証券（平成23年３月31日） 

 
(注) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の

「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

 
  

３  当連結会計年度中に減損処理を行った有価証券（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度末において、その他有価証券で時価のあるものについて、32,561千円の減損処理を行っ

ております。なお当該有価証券の減損にあたっては、当連結会計年度における時価が取得原価に比べて

30％以上下落した場合には「著しく下落した」ものとし、時価の推移及び発行体の財政状態等を勘案して

回復可能性を判断し、回復の見込が明らかな場合を除き、減損処理を行っております。 

 種類
連結貸借対照表 

計上額
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの 

(1)株式 16,817 16,164 653 

(2)その他 31,156 31,131 24 

小計 47,974 47,296 678 

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの 

(1)株式 179,713 203,752 △24,039

(2)その他 58,770 31,131 27,638 

小計 238,483 234,884 3,598 

合計  286,457 282,180 4,276 

種類 売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

債券 

 社債 40,500 6,920 500 

合計 40,500 6,920 500 
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(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度（平成22年３月31日） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 金利関連 

（単位：千円） 

 
(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

当連結会計年度（平成23年３月31日） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 金利関連 

（単位：千円） 

 
(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

金利スワップ
の特例処理 

金利スワップ取引   

 支払固定・受取
変動 

長期借入金 2,000,000 1,733,600 （注）

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち

１年超
時価

金利スワップ
の特例処理 

金利スワップ取引   

 支払固定・受取
変動 

長期借入金 2,000,000 1,600,400 （注）
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(退職給付関係) 
  

 
  

前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

厚生年金基金：昭和57年２月１日から退職金制度
に上積みして全国情報サービス産
業厚生年金制度を採用しておりま
す。 

確定拠出年金：平成18年４月１日から確定拠出年
金制度を採用しております。 

 なお、確定拠出年金へ移行しな
い退職一時金については、制度の
廃止時点までに係る退職金額は確
定しておりますが、支給時期は退
職時であるため、引続き「退職給
付引当金」として計上しておりま
す。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注)  連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、自
社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に
計算することが出来ない総合設立型の厚生年
金基金に加入しております。要拠出額を退職
給付費用として処理している複数事業主制度
に関する事項は次のとおりであります。 

(1)積立状況に関する事項（平成21年３月31日現

在） 

 (2)制度全体に占める当社グループの掛金拠出割
合（平成21年３月分掛金拠出額） 

 

退職給付引当金（退職一時金） 52,381千円 

 
全国情報サービ
ス産業厚生年金
基金(千円） 

関東ITソフトウ
ェア厚生年金基
金（千円） 

年金資産の額 329,874,002 127,937,216 

年金財政計算上
の給付債務の額 446,934,601 155,636,825 

差引額 △117,060,598 △27,699,608

全国情報サー
ビス産業厚生
年金基金 

関東ITソフト
ウェア厚生年
金基金 

0.73% 0.12% 

２ 退職給付債務に関する事項 

 (注)  連結財務諸表提出会社及び連結子会社は、自
社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計
算することが出来ない総合設立型の厚生年金基
金に加入しております。要拠出額を退職給付費
用として処理している複数事業主制度に関する
事項は次のとおりであります。 

(1)積立状況に関する事項（平成22年３月31日現

在） 

  (2)制度全体に占める当社グループの掛金拠出割
合（平成22年３月分掛金拠出額） 

 

退職給付引当金（退職一時金） 51,306千円 

全国情報サービ
ス産業厚生年金
基金(千円） 

関東ITソフトウ
ェア厚生年金基
金（千円） 

年金資産の額 410,629,969 161,054,805 

年金財政計算上
の給付債務の額 455,515,172 159,998,978 

差引額 △44,885,202 1,055,827 

全国情報サー
ビス産業厚生
年金基金 

関東ITソフト
ウェア厚生年
金基金 

0.78% 0.13% 

 
３ 退職給付費用に関する事項 

確定拠出年金への掛金支払額 236,635千円 

厚生年金基金への掛金支払額 58,524千円 

３ 退職給付費用に関する事項 

確定拠出年金への掛金支払額 242,227千円 

厚生年金基金への掛金支払額 59,825千円 
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(ストック・オプション等関係) 

  
 前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至平成22年３月31日) 

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名 

売上原価の株式報酬費用  4,474千円 

一般管理費の株式報酬費用 3,588千円 

  

２.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

 
  

 会社名 提出会社

 決議年月日 平成15年６月27日

 付与対象者の区分及び人数(名） 
当社取締役5、当社執行役員8、当社従業員149、当社連結
子会社の取締役及び従業員14、合計176 

 株式の種類及び付与数(株） 普通株式 335,000

 付与日 平成15年８月29日

 権利確定条件 

①新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時にお
いても、当社及び当社連結子会社の取締役、監査役又は
従業員の地位にあることを要する。ただし、取締役、監
査役、又は従業員の地位を失った場合であっても、取締
役、監査役の任期満了等の正当な理由による退任、又は
従業員の定年、会社都合等の正当な理由による退職の場
合に限り、当該地位喪失の日後２年間を限度に権利を行
使できる。 
②新株予約権の相続は認めない。 
③その他の条件については、株主総会決議及び新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ
による。 

 対象勤務期間 平成15年８月29日～平成18年８月31日 

 権利行使期間 平成18年９月１日～平成21年８月31日 

 会社名 提出会社

 決議年月日 平成18年６月23日

 付与対象者の区分及び人数(名） 
当社取締役4、当社監査役4、当社執行役員11、当社従業
員593、当社連結子会社の取締役、監査役及び従業員
135、合計747 

 株式の種類及び付与数(株） 普通株式 182,000

 付与日 平成18年12月１日

 権利確定条件 

①新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時にお
いても、当社及び当社グループ会社の取締役、監査役又
は従業員の地位にあることを要する。ただし、取締役、
監査役又は従業員の地位を失った場合であっても、取締
役、監査役の任期満了等の正当な理由による退任、又は
従業員の定年、会社都合等の正当な理由による退職の場
合に限り、当該地位喪失の日後２年間を限度に権利を行
使できる。  
②新株予約権の相続は認めない。  
③その他の条件については、株主総会決議及び新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ
による。  

 対象勤務期間 平成18年12月１日～平成23年11月30日 

 権利行使期間 平成23年12月１日～平成26年11月30日 
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(2)ストック・オプションの規模及びその他の変動状況 

 ①ストック・オプションの数 

 
  

 ②単価情報 

 
  

  

 会社名 提出会社 提出会社

 決議年月日 平成15年６月27日 平成18年６月23日

 権利確定前 

  期首 (株） ─ 169,500 

  付与 (株） ─ ─

  失効 (株） ─ 2,800 

  権利確定 (株） ─ ─

  未確定残 (株） ─ 166,700 

 権利確定後 

  期首 （株） 230,300 ─

  権利確定 （株） ─ ─

  権利行使 （株） 3,700 ─

  失効 (株） 226,600 ─

  未行使残 (株） ─ ─

 会社名 提出会社 提出会社

 決議年月日 平成15年６月27日 平成18年６月23日

 権利行使価格(円） 650 918 

 行使時平均株価(円） 627 ─

 付与日における公正な評価単価(円） ─ 252 

― 83 ―



  

 当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至平成23年３月31日) 

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名 

売上原価の株式報酬費用  4,163千円 

一般管理費の株式報酬費用 3,397千円 

  

２.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1)ストック・オプションの内容 

 
  

(2)ストック・オプションの規模及びその他の変動状況 

 ①ストック・オプションの数 

 
  

 ②単価情報 

 会社名 提出会社

 決議年月日 平成18年６月23日

 付与対象者の区分及び人数(名） 
当社取締役4、当社監査役4、当社執行役員11、当社従業
員593、当社連結子会社の取締役、監査役及び従業員
135、合計747 

 株式の種類及び付与数(株） 普通株式 182,000

 付与日 平成18年12月１日

 権利確定条件 

①新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時にお
いても、当社及び当社グループ会社の取締役、監査役又
は従業員の地位にあることを要する。ただし、取締役、
監査役又は従業員の地位を失った場合であっても、取締
役、監査役の任期満了等の正当な理由による退任、又は
従業員の定年、会社都合等の正当な理由による退職の場
合に限り、当該地位喪失の日後２年間を限度に権利を行
使できる。  
②新株予約権の相続は認めない。  
③その他の条件については、株主総会決議及び新株予約
権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ
による。  

 対象勤務期間 平成18年12月１日～平成23年11月30日 

 権利行使期間 平成23年12月１日～平成26年11月30日 

 会社名 提出会社

 決議年月日 平成18年６月23日

 権利確定前 

  期首 (株） 166,700 

  付与 (株） ─

  失効 (株） 3,800 

  権利確定 (株） ─

  未確定残 (株） 162,900 

 権利確定後 

  期首 （株） ─

  権利確定 （株） ─

  権利行使 （株） ─

  失効 (株） ─

  未行使残 (株） ─

 会社名 提出会社

 決議年月日 平成18年６月23日

 権利行使価格(円） 918 

 行使時平均株価(円） ─

 付与日における公正な評価単価(円） 252 
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(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度

(平成22年３月31日)

当連結会計年度

(平成23年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

（千円） 

繰延税金資産  

 ソフトウエア償却費 97,515 

 投資有価証券評価損 72,719 

 その他の投資評価損 7,574 

 未払事業税 22,047 

 プログラム補修引当金 8,899 

 賞与引当金 236,406 

 退職給付引当金 19,112 

 役員退職慰労引当金 82,736 

 その他有価証券評価差額金 8,392 

 子会社株式評価損 280,274 

 その他 93,855 

 繰延税金資産小計 929,535 

 評価性引当額 △376,809

 繰延税金資産合計 552,726 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △6,473

 固定資産圧縮積立金 △11,935

 繰延税金負債合計 △18,409

繰延税金資産の純額 534,317 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳 

（千円） 

繰延税金資産  

ソフトウエア償却費 112,159 

投資有価証券評価損 116,275 

その他の投資評価損 7,851 

未払事業税 30,997 

プログラム補修引当金 5,779 

賞与引当金 241,037 

退職給付引当金 19,779 

役員退職慰労引当金 82,696 

その他有価証券評価差額金 13,573 

子会社株式評価損 281,397 

その他 74,588 

繰延税金資産小計 986,136 

評価性引当額 △369,138

繰延税金資産合計 616,997 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △194

固定資産圧縮積立金 △11,689

繰延税金負債合計 △11,884

繰延税金資産の純額 605,112 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳 

（％） 

 

法定実効税率 40.7 

（調整）  

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目 1.7 

 住民税の均等割 0.4 

 税額控除 △0.8

 評価性引当額 0.9 

 その他 0.1 
税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

43.0 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳 

（％） 

 

法定実効税率 40.7 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入され
ない項目 1.8 

住民税の均等割 0.4 

持分法投資利益 △0.5

評価性引当額 0.4 

その他 △0.7

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

42.1 
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(資産除去債務関係) 

当連結会計年度（平成23年３月31日） 

  資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

事業所用施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を主に当期首から20年と見積り、割引率は利付国債の流通利回りを使用して資産除去債

務の金額を計算しております。 

  

(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 
  

(注) 当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年

３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。 

  

変動の内容 当連結会計年度における総額の増減

期首残高（注） 17,025千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 822千円 

期中変動額 387千円 

期末残高 18,235千円 
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(賃貸等不動産関係) 

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

（追加情報） 

当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号  平成

20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第23号  平成20年11月28日）を適用しております。 

  

当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を所有しており

ます。平成22年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は133,571千円（賃貸収益は営業外収益

に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時

価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 
(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２  時価の算定方法 

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）であります。 

  

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

当社グループでは、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を所有しており

ます。平成23年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は97,978千円（賃貸収益は営業外収益

に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）であります。 

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時

価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。 

（単位：千円） 

 
(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

２  時価の算定方法 

主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）であります。 

  

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,137,445 △9,773 1,127,671 1,165,617 

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,127,671 △9,717 1,117,953 1,157,091 
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（セグメント情報等） 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な内容 

(1) エンベデッドソリューション事業……ハード技術とソフト技術の融合により、家電・民生機器、事務機器

等に組み込まれるマイコンシステム開発から情報通信技術へと拡大

し、現在はモバイル通信システム、放送用通信システムなど大規模

システムまでをカバーする情報通信関連事業を提供しております。

(2) ビジネスソリューション事業…………金融、製造、流通、公共分野といったさまざまな業種・業務別のビ

ジネスノウハウを基盤に、ドットコムや電子商取引といった先進分

野に至るニーズをも幅広くカバーし、コンサルタントからソフトウ

エア開発、サポートといった一貫したビジネスソリューションを提

供しております。 

(3) プロダクトソリューション事業………当社グループが保有するハード技術とソフト技術、業務経験及び開

発実績等を結集して研究開発した自社製品、及びIT関連の各種製商

品の販売・サポートサービスを提供するとともに、顧客のソリュー

ションニーズに合わせたトータルシステムインテグレーションサー

ビス等を行っております。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(3,880,373千円)の主なものは、親会社での余資運用資

金(現金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

４ 連結の範囲の変更 

当連結会計年度より、株式会社アコード・システム及び株式会社アクティブ・ブレインズ・トラストを、

連結子会社から除外し、非連結子会社へ変更しております。 

これによる各セグメントの損益に与える影響は軽微であります。 

５ 会計方針の変更 

(工事契約に関する会計基準の適用） 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、当連結会計年度から完成工事高及び完成工事原価の計上基準を変更しております。これによる各

セグメントの損益に与える影響はありません。 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

 

エンベデッド
ソリューショ

ン事業 

(千円) 

ビジネスソリ
ューション事

業 

(千円) 

プロダクトソ
リューション

事業 

(千円) 

計 
(千円) 

消去又は 
全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益    

 売上高    

 (1)外部顧客に対する売上
高 9,550,031 6,413,221 4,359,596 20,322,849 － 20,322,849 

 (2)セグメント間の内部売
上高又は振替高 4,325 － 33,768 38,093 (38,093) － 

計 9,554,356 6,413,221 4,393,364 20,360,942 (38,093) 20,322,849 

 営業費用 9,309,882 6,041,181 4,167,366 19,518,431 (38,093) 19,480,337 

 営業利益 244,474 372,039 225,997 842,511 － 842,511 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資
本的支出 

   

 資産 4,412,217 2,251,515 4,290,498 10,954,231 3,880,373 14,834,605 

 減価償却費 54,660 14,971 168,621 238,253 67,393 305,647 

 資本的支出 9,131 6,818 87,177 103,126 39,624 142,751 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める「日本」の割合がいずれ

も90％を超えているため、記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

  

【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社は、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている、「エンベデッドソリューシ

ョン事業」、「ビジネスソリューション事業」及び「プロダクトソリューション事業」の３つを報告セ

グメントとしております。 

「エンベデッドソリューション事業」は、情報家電・車載製品・携帯電話など各種電子機器に組込む

エンベデッドシステム(組込みソフトウエア)開発を中心とした事業を行っております。「ビジネスソリ

ューション事業」は、金融、製造、流通、公共といった業種・業務別のビジネスノウハウを基盤に、幅

広い業種への情報サービス事業を行っております。「プロダクトソリューション事業」は、自社製品、

及びIT関連の各種商品の販売・サポートサービスを提供するとともに、ユーザのソリューションニーズ

に合わせたトータルシステムインテグレーションサービス等を行っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。 

  
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日） 

従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント情

報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）等に準拠した場合と同様の

情報が開示されているため、記載を省略しております。 
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

（単位：千円） 

 
(注) １ 「調整額」は、以下のとおりであります。 

(1)セグメント資産の調整額3,666,227千円の主なものは、親会社での余資運用資金(現金)、長期投資資金(投

資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

(2)減価償却費の調整額75,594千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

(3)有形固定資産及び無形固定資産の増加の調整額36,681千円は、主に所有建物の改修工事等の設備投資であ

ります。 

２ セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

３ セグメント負債の金額は当社の最高意思決定機関において定期的に提供・使用しておりません。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

 

報告セグメント

調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２

エンべデッド
ソリューショ

ン事業

ビジネスソリ
ューション事

業

プロダクトソ
リューション

事業
計

売上高    

  外部顧客への売上高 9,505,849 6,630,624 4,443,700 20,580,174 － 20,580,174 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 2,285 － 30,697 32,983 △32,983 －

計 9,508,134 6,630,624 4,474,398 20,613,158 △32,983 20,580,174 

セグメント利益 408,135 328,942 171,456 908,535 － 908,535 

セグメント資産 4,463,805 2,552,073 3,847,477 10,863,356 3,666,227 14,529,583 

その他の項目    

  減価償却費 35,435 10,814 110,681 156,931 75,594 232,526 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 12,093 29,539 110,709 152,342 36,681 189,023 
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【関連情報】 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客への売上高で連結損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないため、記載を省略し

ております。 

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

 株式会社シーズへの資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条件は期間１年としており

ます。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

 関連当事者との取引

種類 
会社等 

の名称 
所在地 

資本金又 

は出資金 

(千円) 

事業の内容 

議決権等 

の所有 

(被所有) 
割合 

(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

子会社 
株式会社 

シーズ 

東京都 

世田谷区 
15,500 

電子機器 開

発、製造 

（所有） 

直接100.0 

資金援助 

役員の兼任 

資金の貸付 

(注） 
154,000 短期貸付金 154,000 
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

   

前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

  

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。 

１株当たり純資産額 501円73銭 

１株当たり当期純利益金額 38円19銭 

  

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。 

１株当たり純資産額 521円01銭 

１株当たり当期純利益金額 39円51銭 

 
前連結会計年度末 

(平成22年３月31日) 

当連結会計年度末 

(平成23年３月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 7,171,526 7,452,806 

差額の主な内訳（千円） 

  新株予約権（千円） (27,972) (35,533) 

  少数株主持分（千円） (14,031) (13,837) 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 7,129,522 7,403,435 

普通株式の発行済株式数（千株） 14,834 14,834 

普通株式の自己株式数（千株） 624 624 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
数（千株） 14,209 14,209 

 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 

 連結損益計算書上の当期純利益（千円） 542,585 561,390 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 542,585 561,390 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 14,208 14,209 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益調整額（千円） － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式の概要 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成18年６月23日 

（新株予約権1,667個） 

これらの詳細について
は、第４提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況に記載
のとおりであります。 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成18年６月23日 

（新株予約権1,629個） 

これらの詳細について
は、第４提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況に記載
のとおりであります。 
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(重要な後発事象) 

  
該当事項はありません。 
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⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結

貸借対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。 

２ 長期借入金、リース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における１年ごとの返済

予定額の総額 

 
  

【資産除去債務明細表】 

当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該各連結会計年度末における

負債及び純資産の合計額の100分の1以下であるため、記載を省略しております。 

区分 
前期末残高 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

平均利率 

(％) 
返済期限 

短期借入金 1,620,002 1,263,000 1.434 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 513,492 224,221 2.334 － 

１年以内に返済予定のリース債務 1,295 1,295 － － 

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除く) 1,871,943 1,947,721 2.351 平成28年３月31日 

リース債務 
(１年以内に返済予定のものを除く) 4,425 3,130 － 平成26年９月23日 

その他有利子負債 － － － － 

合計 4,011,158 3,439,369 － － 

区分 
１年超２年以内 

(千円) 

２年超３年以内 

(千円) 

３年超４年以内 

(千円) 

４年超５年以内 

(千円) 

リース債務 1,295 1,295 539 － 

長期借入金 160,795 452,926 133,200 1,200,800 
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(2) 【その他】 

 
  

回次 
第１四半期 

連結会計期間 

第２四半期 

連結会計期間 

第３四半期 

連結会計期間 

第４四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自 平成22年４月１日

至 平成22年６月30日

自 平成22年７月１日

至 平成22年９月30日

自 平成22年10月１日 

至 平成22年12月31日 

自 平成23年１月１日

至 平成23年３月31日

売上高 （千円） 4,299,942 5,347,154 4,890,938 6,042,138 

税金等調整前四半期純利
益又は税金等調整前四半
期純損失（△） 

（千円） △109,111 394,546 110,042 575,486 

四半期純利益又は四半期
純損失（△） 

（千円） △66,676 230,350 58,146 339,569 

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり四半期純
損失（△） 

（円） △4.69 16.21 4.09 23.90 
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 703,651 438,227

受取手形 105,509 99,477

売掛金 3,645,912 3,754,093

商品及び製品 23,466 24,247

仕掛品 277,623 ※３  260,528

原材料及び貯蔵品 2,427 8,934

前払費用 72,279 160,224

繰延税金資産 240,721 249,983

関係会社短期貸付金 158,413 －

その他 32,760 82,529

貸倒引当金 △119,889 －

流動資産合計 5,142,877 5,078,246

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１  3,345,217 ※１  3,367,147

減価償却累計額 △1,800,854 △1,880,299

建物（純額） 1,544,363 1,486,848

構築物 106,451 106,451

減価償却累計額 △79,406 △82,361

構築物（純額） 27,045 24,090

機械及び装置 59,197 68,272

減価償却累計額 △47,521 △54,012

機械及び装置（純額） 11,675 14,259

車両運搬具 51,108 63,191

減価償却累計額 △29,998 △38,956

車両運搬具（純額） 21,109 24,234

工具、器具及び備品 241,677 259,388

減価償却累計額 △202,728 △219,794

工具、器具及び備品（純額） 38,949 39,594

土地 ※１  3,475,663 ※１  3,475,663

建設仮勘定 － 7,526

有形固定資産合計 5,118,807 5,072,217

無形固定資産   

ソフトウエア 37,488 24,044

ソフトウエア仮勘定 1,028 21,533

電話加入権 20,159 20,159

無形固定資産合計 58,676 65,737
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 421,981 304,347

関係会社株式 2,106,178 2,017,168

出資金 165,362 165,362

差入保証金 128,209 125,381

施設利用権 110,555 109,875

繰延税金資産 153,324 222,340

長期前払費用 3,542 13,455

その他 44,309 46,545

貸倒引当金 － △7,201

投資その他の資産合計 3,133,464 2,997,275

固定資産合計 8,310,948 8,135,231

資産合計 13,453,825 13,213,477

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※２  1,522,932 ※２  1,541,719

短期借入金 1,290,002 783,000

関係会社短期借入金 270,000 470,000

1年内返済予定の長期借入金 ※１  513,492 ※１  224,221

リース債務 1,295 1,295

未払金 23,941 38,237

未払費用 207,919 197,101

未払法人税等 136,210 283,693

未払消費税等 100,284 80,990

前受金 112,997 119,915

預り金 34,420 34,690

賞与引当金 464,721 467,519

受注損失引当金 － ※３  2,606

災害損失引当金 － 21,823

その他 755 2,272

流動負債合計 4,678,972 4,269,088

固定負債   

長期借入金 ※１  1,871,943 ※１  1,947,721

リース債務 4,425 3,130

退職給付引当金 52,141 51,066

役員退職慰労引当金 182,352 182,352

資産除去債務 － 16,258

長期未払金 7 －

長期預り保証金 255,525 255,525

その他 14,944 39,531
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

固定負債合計 2,381,340 2,495,585

負債合計 7,060,312 6,764,673

純資産の部   

株主資本   

資本金 440,200 440,200

資本剰余金   

資本準備金 152,412 152,412

資本剰余金合計 152,412 152,412

利益剰余金   

利益準備金 84,505 84,505

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 17,390 17,032

別途積立金 3,460,000 3,460,000

繰越利益剰余金 2,859,208 2,915,777

利益剰余金合計 6,421,104 6,477,315

自己株式 △641,805 △641,805

株主資本合計 6,371,910 6,428,121

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △6,369 △14,850

評価・換算差額等合計 △6,369 △14,850

新株予約権 27,972 35,533

純資産合計 6,393,513 6,448,804

負債純資産合計 13,453,825 13,213,477
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

情報サービス売上高 15,600,573 15,771,635

商品売上高 854,855 1,086,244

売上高合計 16,455,429 16,857,880

売上原価   

情報サービス売上原価 ※１  12,450,976 ※１, ※５  12,650,613

商品売上原価 707,082 909,917

売上原価合計 13,158,059 13,560,531

売上総利益 3,297,370 3,297,349

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 29,809 30,536

役員報酬 169,005 159,090

給料手当及び賞与 1,493,759 1,605,782

賞与引当金繰入額 47,963 54,835

退職給付費用 30,800 33,989

株式報酬費用 3,588 3,397

法定福利費 111,110 129,347

福利厚生費 35,909 39,911

賃借料 69,922 62,746

水道光熱費 17,207 19,159

交際費 47,667 41,423

旅費及び交通費 80,844 89,764

消耗品費 54,339 46,503

通信費 56,383 55,983

修繕維持費 44,491 41,970

教育研修費 6,500 7,923

研究開発費 ※１  163,809 ※１  80,390

減価償却費 65,941 60,520

その他 253,907 236,795

販売費及び一般管理費合計 2,782,962 2,800,072

営業利益 514,407 497,277

営業外収益   

受取利息 2,779 283

受取配当金 3,689 4,134

受取賃貸料 ※２  263,646 ※２  261,012

補助金収入 113,584 101,213

その他 13,523 21,232

営業外収益合計 397,222 387,876
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 89,919 74,282

賃貸収入原価 78,204 79,984

和解金 21,036 －

投資事業組合運用損 － 40,237

その他 8,529 4,163

営業外費用合計 197,689 198,668

経常利益 713,940 686,485

特別利益   

投資有価証券売却益 67,371 6,920

受取保険金 30,186 －

特別利益合計 97,557 6,920

特別損失   

固定資産売却損 ※３  1,023 －

投資有価証券売却損 1,515 －

投資有価証券評価損 14,299 35,474

子会社株式売却損 － 23,590

子会社整理損 ※４  150,000 －

事務所移転費用 11,661 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,290

災害損失引当金繰入額 － 21,823

貸倒損失 3,000 －

その他 － 4,799

特別損失合計 181,499 92,979

税引前当期純利益 629,998 600,426

法人税、住民税及び事業税 122,358 332,474

法人税等調整額 148,548 △72,457

法人税等合計 270,907 260,017

当期純利益 359,091 340,408
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【売上原価明細書】 

(1)情報サービス売上原価明細書 

 
(注) １ 原価計算の方法 

情報サービス売上原価については、プロジェクト別に実際原価による個別原価計算を行っております。 

  

 ２ ※１労務費には、次のものが含まれております。 

 
  

 ３ ※２主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  

 ４ ※３主な内訳は、次のとおりであります。 

 
  

(2)商品売上原価明細書 

  
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

Ⅰ 材料費  457,451 3.7 273,358 2.1 

Ⅱ 労務費 ※１ 5,551,181 44.2 5,789,468 45.0 

Ⅲ 経費 ※２ 6,539,447 52.1 6,793,835 52.9 

   当期総製造費用  12,548,080 100.0 12,856,662 100.0 

   期首仕掛品棚卸高  383,493 277,623 

合計  12,931,574 13,134,285 

   期末仕掛品棚卸高  277,623 260,528 

   他勘定振替高 ※３ 202,974 223,143 

   当期情報サービス売上原価  12,450,976 12,650,613 

   

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 

賞与引当金繰入額 397,890 412,684 

退職給付費用 231,421 236,451 

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 

外注費 5,950,755 6,077,674 

賃借料 247,608 211,210 

旅費及び交通費 133,401 139,749 

減価償却費 55,737 44,990 

消耗品費 33,252 64,063 

項目 前事業年度(千円) 当事業年度(千円) 

研究開発費 202,467 196,885 

  
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円) 

構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

Ⅰ 期首商品棚卸高  29,976 4.1 23,466 2.5 

Ⅱ 当期仕入高  700,573 95.9 910,698 97.5 

   計  730,549 100.0 934,164 100.0 

Ⅲ 期末商品棚卸卸高    23,466 24,247  

   当期商品売上原価  707,082 909,917  
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 440,200 440,200

当期末残高 440,200 440,200

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 152,412 152,412

当期末残高 152,412 152,412

資本剰余金合計   

前期末残高 152,412 152,412

当期末残高 152,412 152,412

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 84,505 84,505

当期末残高 84,505 84,505

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金   

前期末残高 17,748 17,390

当期変動額   

固定資産圧縮積立金の取崩 △358 △358

当期変動額合計 △358 △358

当期末残高 17,390 17,032

別途積立金   

前期末残高 3,460,000 3,460,000

当期末残高 3,460,000 3,460,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 2,785,278 2,859,208

当期変動額   

剰余金の配当 △284,123 △284,197

固定資産圧縮積立金の取崩 358 358

当期純利益 359,091 340,408

自己株式の処分 △1,396 －

当期変動額合計 73,929 56,568

当期末残高 2,859,208 2,915,777

利益剰余金合計   

前期末残高 6,347,533 6,421,104

当期変動額   

剰余金の配当 △284,123 △284,197

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

当期純利益 359,091 340,408
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式の処分 △1,396 －

当期変動額合計 73,571 56,210

当期末残高 6,421,104 6,477,315

自己株式   

前期末残高 △645,607 △641,805

当期変動額   

自己株式の処分 3,801 －

当期変動額合計 3,801 －

当期末残高 △641,805 △641,805

株主資本合計   

前期末残高 6,294,538 6,371,910

当期変動額   

剰余金の配当 △284,123 △284,197

当期純利益 359,091 340,408

自己株式の処分 2,405 －

当期変動額合計 77,372 56,210

当期末残高 6,371,910 6,428,121

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △5,024 △6,369

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,345 △8,481

当期変動額合計 △1,345 △8,481

当期末残高 △6,369 △14,850

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △5,024 △6,369

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,345 △8,481

当期変動額合計 △1,345 △8,481

当期末残高 △6,369 △14,850

新株予約権   

前期末残高 19,909 27,972

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 8,062 7,561

当期変動額合計 8,062 7,561

当期末残高 27,972 35,533
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 6,309,423 6,393,513

当期変動額   

剰余金の配当 △284,123 △284,197

当期純利益 359,091 340,408

自己株式の処分 2,405 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,717 △919

当期変動額合計 84,089 55,290

当期末残高 6,393,513 6,448,804
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【継続企業の前提に関する注記】 

  

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

  
当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 
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【重要な会計方針】 

  

項目 
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

   時価のないもの 

   移動平均法による原価法 

   なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法によってお

ります。 

  時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

評価基準は原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。 

(1) 商品   移動平均法 

(2) 原材料  移動平均法 

(3) 仕掛品  個別法 

(4) 貯蔵品  最終仕入原価法 

 

同左 

(1) 商品   同左 

(2) 原材料  同左 

(3) 仕掛品  同左 

(4) 貯蔵品  同左 

 
 

 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

建物(建物附属設備は除く) 

①平成10年３月31日以前に取得し

たもの 

旧定率法によっております。 

②平成10年４月1日から平成19年３

月31日までに取得したもの 

旧定額法によっております。 

③平成19年４月1日以降に取得した

もの 

定額法によっております。 

 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

建物(建物附属設備は除く) 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

 建物以外 

①平成19年３月31日以前に取得し

たもの 

旧定率法によっております。 

②平成19年４月1日以降に取得した

もの 

定率法によっております。 

建物以外 

同左 

 (2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

市場販売目的のソフトウエア 

見込販売期間(３年以内)におけ

る見込販売数量に基づく償却額と

販売可能な残存有効期間に基づく

均等配分額を比較し、いずれか大

きい額を計上しております。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

市場販売目的のソフトウエア 

同左 

 

 自社利用のソフトウエア 

見込利用可能期間(３～５年)に

基づく定額法によっております。 

自社利用のソフトウエア 

同左 

 (3) リース資産 

所有権移転外のファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額をゼロとする定額法によっ

ております。 

なお、リース取引会計基準の改

正適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によってお

ります。 

(3) リース資産 

所有権移転外のファイナンス・リ

ース取引に係るリース資産 

同左 

 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

 

 (3) 受注損失引当金 

ソフトウエアの請負契約に基づ

く開発のうち、当事業年度末時点

で将来の損失が見込まれ、かつ、

当該損失額を合理的に見積もるこ

とが可能なものについては、将来

発生が見込まれる損失額を計上し

ております。 

(3) 受注損失引当金 

同左 
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項目 
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

 (4) 退職給付引当金 

確定拠出年金へ移行しない退職

一時金については、従業員の退職

給付に備えるため、当事業年度末

における要支給額を計上しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

 

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰労金支

給規程に基づく事業年度末要支給

額を計上しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

 ―――――――――― (6) 災害損失引当金 

東日本大震災により被災した資産

の復旧等に要する支出に備えるた

め、当事業年度末における見積額を

計上しております。 

５ 収益及び費用の計上基準 完成工事高及び完成工事原価の計上

基準 

①当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる

工事 

工事進行基準(工事の進捗率の見

積りは原価比例法） 

②その他の工事  

工事完成基準 

（会計方針の変更） 

受注制作のソフトウエアに係る収

益の計上基準については、従来、工

事完成基準を適用しておりました

が、「工事契約に関する会計基準」

（企業会計基準第15号 平成19年12

月27日）及び「工事契約に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第18号 平成19年12月27

日）を当事業年度から適用し、当事

業年度に着手した工事契約から、当

事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準(工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他の

工事については、工事完成基準を適

用しております。 

これに伴う売上高、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益に与え

る影響はありません。 

完成工事高及び完成工事原価の計上

基準 

①当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められる

工事 

同左 

②その他の工事 

同左 

―――――――――― 
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項目 
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）（ヘッジ対象） 

金利スワップ 借入金の利息 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行

っております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

リスク管理方針に従って、以下

の条件を満たす金利スワップを締

結しております。 

Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期

借入金の元本が一致している。 

Ⅱ 金利スワップと長期借入金の契

約期間及び満期が一致してい

る。 

Ⅲ 長期借入金の変動金利のインデ

ックスと金利スワップで受払い

される変動金利のインデックス

が、ほぼ一致している。 

Ⅳ 長期借入金と金利スワップの受

払い条件の金利改定条件が一致

している。 

Ⅴ 金利スワップの受払い条件がス

ワップ期間を通して一定であ

る。 

従って、金利スワップの特例処

理の要件を満たしているので決算

日における有効性の評価を省略し

ております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左
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【会計方針の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

【追加情報】 

  

 
  

前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

―――――――――― （資産除去債務に関する会計基準等） 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

これにより、当事業年度の営業利益及び経常利益は

554千円、税引前当期純利益は7,844千円減少しており

ます。 

前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

(貸借対照表) 

前事業年度において、流動資産の「その他」に含めて

おりました「関係会社短期貸付金」（前事業年度

123,321千円）は、資産総額の100分の1を越えたため、

当事業年度より独立掲記しております。 

 

(貸借対照表) 

―――――――――― 

 

(損益計算書) 

前事業年度において、独立掲記しておりました「シン

ジケートローン手数料」（当事業年度1,000千円）は、

営業外費用総額の100分の10以下であるため、当事業年

度においては、営業外費用の「その他」に含めて表示し

ております。 

(損益計算書) 

―――――――――― 

前事業年度において、独立掲記しておりました「投資

事業組合運用損」（当事業年度3,301千円）は、営業外

費用総額の100分の10以下であるため、当事業年度にお

いては、営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ます。 

前事業年度において、営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりました「投資事業組合運用損」（前事業

年度3,301千円）は、当事業年度において、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため、区分掲記しました。 

前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

―――――――――― 

 
 
 
 

（東日本大震災に関する損失） 

 東日本大震災に関する損失につきましては、損益計算

書上で事業所の現状回復費用21,823千円を特別損失の

「災害損失引当金繰入額」に計上し、同額を貸借対照表

上の流動負債に「災害損失引当金」として計上しており

ます。 
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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 

(平成22年３月31日) 

当事業年度 

(平成23年３月31日) 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次のと

おりであります。 

  担保に供している資産 

 
 なお、上記の他、加入する協同組合広島インテリ

ジェントセンターの借入金405,409千円に対して、

建物143,274千円、土地317,783千円を担保に供して

おります。 

建物 719,942千円 

土地 1,728,412千円 

合計 2,448,354千円 

※１ 担保に供している資産並びに担保付債務は次の

とおりであります。 

  担保に供している資産 

 
 なお、上記の他、加入する協同組合広島インテ

リジェントセンターの借入金264,277千円に対し

て、建物136,823千円、土地317,783千円を担保に

供しております。 

建物 699,918千円 

土地 1,728,412千円 

合計 2,428,330千円 

  担保権によって担保されている債務 

 

１年以内返済予定の長期借入金 133,200千円 

長期借入金 1,733,600千円 

合計 1,866,800千円 

 

  担保権によって担保されている債務 

 

１年以内返済予定の長期借入金 133,200千円 

長期借入金 1,600,400千円 

合計 1,733,600千円 
 

※２ 関係会社に対する資産及び負債 

関係会社に対するもので、区分掲記されたもの以

外の各科目に含まれているものは、次のとおりであ

ります。 

 
買掛金 190,846千円 

 

※２ 関係会社に対する資産及び負債 

関係会社に対するもので、区分掲記されたもの

以外の各科目に含まれているものは、次のとおり

であります。 

 

売掛金 14,972千円 

買掛金 355,020千円 

 
―――――――――― ※３ 仕掛品及び受注損失引当金の表示 

損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品

と受注損失引当金は相殺せず両建てで表示してお

ります。 

損失の発生が見込まれる受注契約に係る仕掛品

のうち、受注損失引当金に対応する額は14,303千

円であります。 
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(損益計算書関係) 

  

 

  
(株主資本等変動計算書関係) 

１ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権行使の充当による減少 3,700株 

  

１ 自己株式に関する事項 

前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は次のとおりであります。 

 

一般管理費 163,809千円 

当期製造費用 38,657千円 

  合計 202,467千円 

 

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は次のとおりであります。 

 

一般管理費 80,390千円 

当期製造費用 116,494千円 

  合計 196,885千円 

 
※２ 関係会社に対するもので、区分掲記されたもの以

外の各科目に含まれているものは、次のとおりであ

ります。 

 
受取賃貸料 72,178千円 

 

※２ 関係会社に対するもので、区分掲記されたもの以

外の各科目に含まれているものは、次のとおりであ

ります。 

 
受取賃貸料 113,084千円 

 
※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

車両運搬具              1,023千円 

―――――――――― 

※４ 子会社整理損の内容は、次のとおりであります。 

貸倒引当金繰入額          119,000千円 

子会社株式評価損          31,000千円 

    合計             150,000千円 

 

―――――――――― 

―――――――――― 

 
※５ 売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額 

2,606千円 
 

前事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）

株式の種類 
前事業年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当事業年度末 

(株) 

 普通株式 628,381 － 3,700 624,681 

当事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）

株式の種類 
前事業年度末 

(株) 

増加 

(株) 

減少 

(株) 

当事業年度末 

(株) 

 普通株式 624,681 － － 624,681 
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(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度 

(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 

 至 平成23年３月31日) 

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

・有形固定資産 

エンベデッドソリューション事業における生

産設備(機械装置）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

・有形固定資産 

同左 

② リース資産の減価償却の方法 

同左 

 

 
(2) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引 

(2) リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額  

相当額

 
(千円)

減価償却  

累計額

相当額

(千円)

期末残高  

相当額

 
(千円)

工具器具備品 9,639 7,550 2,088 

（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額  

相当額

 
(千円)

減価償却  

累計額

相当額

(千円)

期末残高  

相当額

 
(千円)

工具器具備品 9,639 9,478 160 

② 未経過リース料期末残高相当額 

1年以内 2,019千円 

1年超 170千円 

 合計 2,189千円 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

1年以内 170千円 

 

  

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

 

支払リース料 2,050千円 

減価償却費相当額 1,927千円 

支払利息相当額 79千円 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

 
  

支払リース料 2,050千円 

減価償却費相当額 1,927千円 

支払利息相当額 31千円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前事業年度（平成22年３月31日） 

（追加情報） 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  平成20年３月10日）及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日）を

適用しております。 

  

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

(単位：千円) 

 
上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ

ります。 

  

当事業年度（平成23年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

(単位：千円) 

 
上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであ

ります。 

  

  

区分 貸借対照表計上額

(1)子会社株式 2,071,167

(2)関連会社株式 35,010

計 2,106,178

区分 貸借対照表計上額

(1)子会社株式 1,984,917

(2)関連会社株式 32,250

計 2,017,168
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(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度 

(平成22年３月31日) 

当事業年度 

(平成23年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(千円)

 
  

繰延税金資産  

 ソフトウエア償却費 56,114 

 投資有価証券評価損 55,769 

 その他の投資評価損 6,122 

 未払事業税 14,135 

 賞与引当金 189,141 

 退職給付引当金 21,221 

 役員退職慰労引当金 74,217 

 その他有価証券評価差額金 8,392 

 子会社株式評価損 280,274 

 その他 58,158 

 繰延税金資産小計 763,547 

 評価性引当額 △353,544 

 繰延税金資産合計 410,002 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △4,020 

 固定資産圧縮積立金 △11,935 

 繰延税金負債合計 △15,956 

繰延税金資産の純額 394,046 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(千円)

 
  

繰延税金資産  

 ソフトウエア償却費 71,265 

 投資有価証券評価損 99,072 

 その他の投資評価損 6,398 

 未払事業税 24,312 

 賞与引当金 190,280 

 退職給付引当金 20,783 

 役員退職慰労引当金 74,217 

 その他有価証券評価差額金 10,387 

 子会社株式評価損 281,397 

 その他 51,326 

 繰延税金資産小計 829,441 

 評価性引当額 △345,232 

 繰延税金資産合計 484,208 

繰延税金負債  

 その他有価証券評価差額金 △194 

 固定資産圧縮積立金 △11,689 

 繰延税金負債合計 △11,884 

繰延税金資産の純額 472,324 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(％)

   

法定実効税率 40.7 

（調整）  

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目 2.6 

 評価性引当額 1.2 

 税額控除 △1.2 

 その他 △0.3 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

43.0 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

(％)

 
  

法定実効税率 40.7 

（調整）  

 交際費等永久に損金に算入され
ない項目 2.9 

 評価性引当額 0.5 

 税額控除 △0.4 

 その他 △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

43.3 
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(資産除去債務関係) 

当事業年度（平成23年３月31日） 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

事業所用施設の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

  

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を主に当期首から20年と見積り、割引率は利付国債の流通利回りを使用して資産除去債

務の金額を計算しております。 

  

(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 
  

(注) 当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号  平成20年３月31日）及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用したことに

よる期首時点における残高であります。 

  

  

変動の内容 当事業年度における総額の増減

期首残高（注） 15,092千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 822千円 

期中変動額 344千円 

期末残高 16,258千円 
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 

  
(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

  

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。 

１株当たり純資産額 447円97銭 

１株当たり当期純利益金額 25円27銭 

  

 

１株当たり純資産額 451円32銭 

１株当たり当期純利益金額 23円96銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め、記載しておりません。 

 
前事業年度末 

(平成22年３月31日) 

当事業年度末 

(平成23年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 6,393,513 6,448,804 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 27,972 35,533 

 （うち新株予約権）（千円） (27,972) (35,533) 

普通株式に係る純資産額（千円） 6,365,541 6,413,270 

普通株式の発行済株式数（千株） 14,834 14,834 

普通株式の自己株式数（千株） 624 624 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株） 

14,209 14,209 

 
前事業年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日)

当事業年度 

(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 

 損益計算書上の当期純利益（千円） 359,091 340,408 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 359,091 340,408 

 普通株式の期中平均株式数（千株） 14,208 14,209 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益調整額（千円） － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式の概要 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成18年６月23日 

（新株予約権1,667個） 

これらの詳細について
は、第４提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況に記載
のとおりであります。 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成18年６月23日 

（新株予約権1,629個） 

これらの詳細について
は、第４提出会社の状況
１株式等の状況（２）新
株予約権等の状況に記載
のとおりであります。 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

 銘柄 株式数(株) 
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価
証券 

その他有価
証券 

デジタル・アース株式会社 900 45,000 

第一生命保険株式会社 357 44,803 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 108,000 41,472 

株式会社みずほフィナンシャルグループ 200,000 27,600 

シリコンテクノロジー株式会社 100,000 5,000 

東ソー株式会社 12,100 3,617 

株式会社広島ソフトウェアセンター 40 2,000 

新農業機械実用化促進株式会社 30 1,500 

株式会社北海道ソフトウェア技術開発機構 30 1,500 

株式会社アイセル 145 1,000 

株式会社ティーユーシー 20 1,000 

その他９銘柄 252,680 1,328 

 計  674,302 175,821 

 種類及び銘柄 投資口数等(口) 
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価
証券 

その他有価
証券 

Japan Logistics Property Trust 10,000 58,770 

公社債投資信託７月号 31,131,832 31,156 

AGI-1号投資事業有限責任組合 40 19,718 

AGI-2号投資事業有限責任組合 70 18,880 

 計  31,141,942 128,525 
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【有形固定資産等明細表】 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、一般債権の洗替による戻入額であります。 

資産の種類 
前期末残高 

(千円) 

当期増加額

(千円) 

当期減少額

(千円) 

当期末残高

(千円) 

当期末減価 
償却累計額 
又は償却累 

計額 

(千円) 

当期償却額 

(千円) 

差引当期末
残高 

(千円) 

有形固定資産     

 建物 3,345,217 22,356 427 3,367,147 1,880,299 79,444 1,486,848 

 構築物 106,451 － － 106,451 82,361 2,954 24,090 

 機械及び装置 59,197 9,128 54 68,272 54,012 6,491 14,259 

 車両運搬具 51,108 12,330 247 63,191 38,956 8,957 24,234 

 工具器具備品 241,677 17,944 233 259,388 219,794 17,066 39,594 

 土地 3,475,663 － － 3,475,663 － － 3,475,663 

 建設仮勘定 － 7,526 － 7,526 － － 7,526 

 有形固定資産計 7,279,316 69,286 962 7,347,641 2,275,423 114,914 5,072,217 

無形固定資産     

 ソフトウエア 120,886 3,972 － 124,858 100,814 17,416 24,044 

 ソフトウエア仮勘定 1,028 22,781 2,276 21,533 － － 21,533 

 電話加入権 20,159 － － 20,159 － － 20,159 

 無形固定資産計 142,074 26,753 2,276 166,552 100,814 17,416 65,737 

投資その他の資産     

 長期前払費用 3,542 14,980 5,067 13,455 － － 13,455 

 投資その他の資産計 3,542 14,980 5,067 13,455 － － 13,455 

区分 
前期末残高 

(千円) 

当期増加額 

(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 

(千円) 

当期減少額 
(その他) 

(千円) 

当期末残高 

(千円) 

貸倒引当金（注） 119,889 7,201 119,000 889 7,201 

賞与引当金 464,721 467,519 464,721 － 467,519 

受注損失引当金 － 2,606 － － 2,606 

役員退職慰労引当金 182,352 － － － 182,352 

災害損失引当金 － 21,823 － － 21,823 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ 現金及び預金 

 
  

ロ 受取手形 

相手先別内訳 

 
  

期日別内訳 

 
  

区分 金額(千円) 

現金 2,155 

預金の種類 

 普通預金 431,554 

 外貨預金 4,517 

計 436,071 

合計 438,227 

相手先 金額(千円) 

三洋電機ファシリティエンジニアリング株式会社 20,918 

芝浦メカトロニクス株式会社 12,156 

株式会社アサヒ 10,597 

セイコープレシジョン株式会社 8,691 

新川センサテクノロジ株式会社 8,526 

その他 38,588 

合計 99,477 

期日 金額(千円) 

平成23年４月満期 23,898 

平成23年５月満期 37,144 

平成23年６月満期 16,231 

平成23年７月満期 21,220 

平成23年８月満期 983 

合計 99,477 
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ハ 売掛金 

相手先別内訳 

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 
  

ニ 商品及び製品 

 
  

ホ 仕掛品 

 
  

ヘ 原材料及び貯蔵品 

 
  

相手先 金額(千円) 

シャープ株式会社 307,684 

労働金庫連合会 244,144 

富士通株式会社 149,008 

日本電気通信システム株式会社 143,499 

コニカミノルタエムジー株式会社 117,127 

その他 2,792,630 

合計 3,754,093 

前期繰越高 
(千円) 

当期発生高 
(千円) 

当期回収高 
(千円) 

次期繰越高 
(千円) 

回収率(％) 滞留期間(日) 

(A) (B) (C) (D) 

(C) 
───── 
(A) ＋ (B) 

  
× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

3,645,912 17,739,681 17,631,500 3,754,093 82.4 76.1 

区分 金額(千円) 

 パソコン及び周辺機器 24,247 

区分 金額(千円) 

 エンべデッドシステム開発 68,068 

 通信関連システム開発 58,129 

 エンジニアリングシステム開発 42,251 

 マイクロエレクトロニクスデザイン 30,382 

 金融ソリューション 25,682 

 その他 36,014 

合計 260,528 

区分 金額(千円) 

 備品消耗品 3,905 

 PSR-GA050 467 

 従業員用制服等 291 

 その他部品 4,269 

合計 8,934 
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② 固定資産 

イ 関係会社株式 

 
  

銘柄 金額(千円) 

 株式会社ギガ 834,000 

 株式会社ラムダシステムズ 464,000 

 コア興産株式会社 430,000 

 株式会社アコード・システム 99,100 

 コアネットインタナショナル株式会社 73,200 

 株式会社プロネット 40,000 

 北京核心軟件有限公司 20,782 

 上海核心信息技術有限公司 16,835 

 ケイ・エヌ情報システム株式会社 10,000 

 その他７銘柄 29,250 

合計 2,017,168 
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③ 流動負債 

イ 買掛金 

 
  

ロ 短期借入金 

 
  

④ 固定負債 

イ 長期借入金 

 

  
(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円) 

コアネットインタナショナル株式会社 192,037 

株式会社プロネット 71,598 

マクロ株式会社 38,965 

株式会社ソフト流通センター 34,391 

株式会社パトリオット 34,031 

その他 1,170,694 

合計 1,541,719 

区分 金額(千円) 

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 220,000 

 株式会社みずほコーポレート銀行 194,000 

 株式会社三井住友銀行 194,000 

 株式会社常陽銀行 87,500 

 中央三井信託銀行株式会社 87,500 

合計 783,000 

区分 金額(千円) 

 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,020,180 

 株式会社みずほコーポレート銀行 320,080 

 株式会社三井住友銀行 320,080 

 中央三井信託銀行株式会社 160,040 

 株式会社常陽銀行 80,020 

 協同組合広島インテリジェントセンター 47,321 

合計 1,947,721 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注)    当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の

規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを

受ける権利並びに単元未満株式の売り渡しを請求することができる権利以外の権利を行使することができな

いものとなっております。 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り 
(特別口座） 

 

  取扱場所 東京都港区芝３丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 本店 

(特別口座） 

  株主名簿管理人 東京都港区芝３丁目33番１号 

 中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社   本店及び全国各支店 

  買取手数料 株式の売買の委託に係わる手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

当社の公告は、電子公告により行います。ただし、電子公告によることができない事

故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行います。 

なお、電子公告は当社ホームページ上に貸借対照表及び損益計算書を掲載しておりま

す。(ホームページアドレス http://www.core.co.jp/ir/report.html) 

株主に対する特典 

株主優待制度として、平成23年３月末日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載また

は記録された株主に対し、その所有普通株式数に応じて国立博物館共通パスポートを

贈呈。 

200株以上1,000株未満    ： パスポート 1枚 

1,000株以上10,000株未満  ： パスポート 2枚 

10,000株以上100,000株未満 ： パスポート 5枚 

100,000株以上       ： パスポート10枚 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当社には、親会社等はありません。 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  
(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

事業年度 第41期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)平成22年６月24日関東財務局長に提

出。 

  

(2) 内部統制報告書及びその添付書類 

平成22年６月24日関東財務局長に提出。 

  

(3) 四半期報告書及び確認書 

第42期第１四半期(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)平成22年８月11日関東財務局長に提

出。 

第42期第２四半期(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)平成22年11月10日関東財務局長に提

出。 

第42期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)平成23年２月９日関東財務局長に提

出。 

  

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の

規定に基づく臨時報告書 

平成22年６月30日関東財務局長に提出。 

  

(5) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書 

事業年度 第41期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)平成22年12月８日関東財務局長に提

出。 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】

 

２ 【その他の参考情報】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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〔前連結会計年度分〕 

 
平成22年６月24日

株式会社コア 

取締役会 御中 
  
 

  
 

  
 

  
  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社コアの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社コア及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士  長 坂   隆   

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士  中 村 和 臣 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社コアの

平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並

びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全

には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社コアが平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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〔当連結会計年度分〕 

 
平成23年６月23日

株式会社コア 

取締役会 御中 
  
 

  
 

  
 

  
  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社コアの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること

を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社コア及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結

会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。 

  

追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、当連結会計年度より

「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用している。 

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士  長 坂   隆   

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士  中 村 和 臣 
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＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社コアの

平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並

びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告

書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全

には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、株式会社コアが平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 
  

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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〔前年度分〕 

 
平成22年６月24日

株式会社コア 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社コアの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第41期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社コアの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士  長 坂   隆  

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士  中 村 和 臣 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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〔当年度分〕 

 
平成23年６月23日

株式会社コア 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社コアの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第42期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。 

監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社コアの平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計方針の変更に記載されているとおり、当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号 平成20年３月31日）を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上
  

独立監査人の監査報告書
 

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士  長 坂   隆  

指定有限責任社員 

業務執行社員
公認会計士  中 村 和 臣 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年６月23日 

【会社名】 株式会社コア 

【英訳名】 CORE CORPOTARION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  簗 田  稔 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員 

最高財務責任者  大 平  茂 

【本店の所在の場所】 東京都世田谷区三軒茶屋一丁目22番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社コア R&Dセンター 

  (神奈川県川崎市麻生区南黒川11番１号) 

 株式会社コア 関西カンパニー 

  (大阪府大阪市住之江区南港東八丁目２番25１号) 

 
 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



代表取締役社長簗田稔及び取締役常務執行役員大平茂は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運

用に責任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並び

に財務報告に係る内部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている

内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用しております。  

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものであります。このため、財務報告に係る内部統制により財務

報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があります。 

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成23年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠いた

しました。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定しております。当該業務

プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を

及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内

部統制の有効性に関する評価を行いました。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定いたしました。財務報告の信頼性に及ぼす

影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社及び連結子会社４社を対象

として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に

決定いたしました。なお、連結子会社２社、持分法適用非連結子会社１社及び持分法適用関連会社４社に

ついては、金額的及び質的重要性の観点から僅少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めて

おりません。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の当連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、当連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる１事業拠点を「重要な事業拠点」といたしました。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業

目的に大きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象といた

しました。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲につい

て、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスやリス

クが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘案して重要性の大

きい業務プロセスとして評価対象に追加しております。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

  

該当事項なし 

  

該当事項なし 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成23年６月23日 

【会社名】 株式会社コア 

【英訳名】 CORE CORPOTATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    簗 田  稔 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役常務執行役員 

最高財務責任者    大 平  茂 

【本店の所在の場所】 東京都世田谷区三軒茶屋一丁目22番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社コア R&Dセンター 

  (神奈川県川崎市麻生区南黒川11番１号) 

 株式会社コア 関西カンパニー 

  (大阪府大阪市住之江区南港東八丁目２番25号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



当社代表取締役社長簗田稔及び当社最高財務責任者大平茂は、当社の第42期(自 平成22年４月１日

至 平成23年３月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されている

ことを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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